
2023燃建発第３号 

令和５年８月２日 

原子力規制委員会殿 

青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字沖付４番地108 

日本原燃株式会社 

代表取締役社長 社長執行役員 増田 尚宏 

核燃料物質加工事業変更許可申請書（ＭＯＸ燃料加工施設） 

添付書類の一部補正について 

 令和４年１月12日付け2021燃建発第１号により申請し，令和５年６月29

日付け2023燃建発第２号により一部補正しました当社核燃料物質加工事業

変更許可申請書（ＭＯＸ燃料加工施設）の添付書類を別添１のとおり一部補

正いたします。 

【公開版】



別 添 １ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添 付 書 類 二） 

 



 
 

補－添二－1 
 

添付書類二 変更に係る加工に関する技術的能力に関する説明書を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

＊2－1 

から 

＊2－32 

－ 

下記項目の記述。 

 

ロ．変更に係る主たる技術者

の履歴 

 

ハ．その他変更後における加

工に関する技術的能力に関す

る事項 

別紙－１の記述に変更する。 

なお，＊を付したページは，令和５年６月29日付け，2023燃建発第２号で一部補正のページを

示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

別紙－１ 
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ロ．変更に係る主たる技術者の履歴 

当社は，新卒採用した技術者を当社施設の設計及び工事並びに運転及び

保守の業務に従事させることにより，また，原子力発電所の設計及び工事

並びに運転及び保守の経験を積んだ電力会社，我が国唯一のＭＯＸ燃料製

造施設の設計及び工事並びに運転及び保守の経験を有する国立研究開発法

人日本原子力研究開発機構，原子力発電所を始めとする原子力施設の設計

及び工事の経験を有するメーカ，エンジニアリング各社からの移籍等によ

り，原子力工学，核燃料工学，放射線管理，土木工学，建築工学等の専門

的知識及び経験を有する技術者を擁している。 

本変更に係る当社の主たる技術者及びその履歴は，添２第１表に示すと

おりである。 
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添２第１表 主たる技術者の履歴 

（令和５年７月１日現在） 

氏  名 履  歴 

北川 健一 昭和37年７月19日生 

昭和62年３月  京都大学大学院工学研究科原子核工学専攻修了 

昭和62年４月  原子燃料工業株式会社入社 

平成19年４月  同 社 熊取事業所 技術開発部長 

平成23年11月  同 社 熊取事業所 燃料製造部長 

平成26年１月  同 社 東海事業所 技術開発部長 

平成26年４月  同 社 東海事業所 技術開発部長，新型炉燃料部長 

平成26年６月  同 社 東海事業所 副所長，技術開発部長， 

新型炉燃料部長 

平成27年４月  同 社 企画部長 

平成28年６月  同 社 取締役 執行役員 企画部長 

平成29年４月  同 社 取締役 社長 

令和３年７月  株式会社東芝 内部監査部 エキスパート 

令和４年４月  当 社 理事 燃料製造事業部 副事業部長（特命） 

令和４年６月  当 社 執行役員 燃料製造事業部 副事業部長（特命） 

令和５年４月  当 社 執行役員 燃料製造事業部長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

大柿 一史 
昭和33年１月14日生 

昭和57年３月  東京大学大学院工学系研究科原子力工学専攻修了 

昭和57年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成21年６月  当 社 品質保証室 品質保証部長 

平成26年６月  当 社 理事 安全本部 安全技術部長 

平成27年４月  当 社 理事 安全本部 安全技術部長， 

再処理事業部 再処理計画部 部長 

（新規制基準）， 

再処理事業部 エンジニアリングセンター 

プロジェクト部 部長 

平成28年６月  当  社 執行役員 再処理事業部 副事業部長 

（技術総括，運営管理）， 

再処理事業部 品質保証部長 

平成29年６月    当 社 執行役員 再処理事業部 副事業部長 

（技術総括） 

平成30年６月    当 社 執行役員 安全・品質本部 副本部長 

（安全推進）,安全推進部長 

令和元年６月  当 社  執行役員 安全・品質本部 副本部長 

（安全推進）,安全推進部長，技術委員会担当 

令和３年６月    当 社  常務執行役員 技術本部長， 

技術本部 エンジニアリングセンター長 

令和４年２月    当 社  常務執行役員  

再処理・ＭＯＸ燃料加工安全設計総括 

（東京駐在） 

令和４年６月    当 社  代表取締役専務 専務執行役員 

再処理・ＭＯＸ燃料加工安全設計総括 

（東京駐在） 

令和５年４月    当 社  代表取締役専務 専務執行役員 

再処理・ＭＯＸ燃料加工安全設計総括， 

再処理・ＭＯＸ設工認総括責任者 

令和５年６月  当 社 代表取締役副社長 副社長執行役員 

コーポレート担当， 

再処理・ＭＯＸ燃料加工安全設計総括， 

再処理・ＭＯＸ設工認総括責任者 

（第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

森 鐘太郎 
昭和34年３月12日生 

昭和58年３月  京都大学工学部冶金学科卒 

昭和58年４月  関西電力株式会社入社 

平成20年６月  同 社 原子力事業本部 原子燃料部門 

原燃品質・安全グループ チーフマネジャー 

平成23年６月  同 社 原子力事業本部 原子力発電部門 

品質保証グループ チーフマネジャー 

平成26年６月  同 社 総合企画本部 原子力・安全品質推進部門 

原子力・安全品質推進部長 

平成28年６月  同 社 経営企画室 原子力安全推進担当部長 

平成29年２月  当 社 執行役員 安全・品質本部 副本部長 

（品質保証） 

平成30年６月  当 社 執行役員 安全・品質本部 副本部長 

（品質保証），経営企画本部 副本部長 

（原子燃料サイクル戦略） 

令和元年６月  当 社 執行役員 安全・品質本部 副本部長 

（品質保証） 

令和３年６月  当 社 執行役員 安全・品質本部長 

令和４年６月  当 社 常務執行役員 安全・品質本部長，安全総括 

大久保 章 
昭和35年４月26日生 

昭和54年３月  長野県立駒ケ根工業高校卒 

昭和54年４月  中部電力株式会社入社 

平成23年５月  中部電力労働組合 本部執行委員長 

平成29年９月  全国電力関連産業労働組合 総連合会長代理 

令和元年10月  当 社 理事 業務推進本部 本部長代理 

令和２年６月  当 社 執行役員 調達室長 



2－5 

氏  名 履  歴 

松本 眞一 
昭和37年８月11日生 

昭和63年３月  神戸大学大学院工学研究科建築学専攻修了 

昭和63年４月  関西電力株式会社入社 

平成23年６月  同 社 原子力事業本部 原子力技術部門  

土木建築グループ チーフマネジャー 

平成23年12月  同 社 原子力事業本部 原子力技術部門  

土木建築設備グループ チーフマネジャー 

平成25年６月  同 社 土木建築室 建築部長， 

土木建築室 建築グループ チーフマネジャー 

平成28年６月  同 社 神戸支社長，お客さま本部長附, 

電力流通事業本部長附， 

地域エネルギー本部 副本部長 

平成30年６月  同 社 兵庫支社長，営業本部長附， 

水力事業本部長附，送配電カンパニー長附， 

地域エネルギー本部 副本部長 

令和元年７月  同 社 原子力事業本部 副事業本部長， 

原子力技術部門統括（土木建築） 

令和３年７月  同 社 原子力事業本部 副事業本部長， 

原子力技術部門統括（土木建築）， 

原子力安全・技術部門統括（土木建築） 

令和４年６月  当 社 執行役員 技術本部 副本部長（土木建築）， 

再処理事業部 副事業部長（土木建築）， 

燃料製造事業部 副事業部長（土木建築） 

决得 恭弘 
昭和39年１月17日生 

昭和59年３月  和歌山工業高専機械工学卒業 

昭和59年４月  関西電力株式会社入社 

平成17年７月  同 社 原子燃料サイクル室 業務グループマネジャー 

平成20年６月  同 社 大飯発電所 保全計画課長 

平成23年６月  同 社 原子力事業本部 原子力発電部門  

発電グループマネジャー 

平成26年６月  同  社 高浜発電所 運営統括長 

平成29年７月  同  社 原子力事業本部 原子力発電部門  

発電グループ チーフマネジャー 

平成30年６月  同 社 原子力事業本部 原子力発電部門  

原子力発電部長 

令和３年７月    同 社 大飯発電所長 

令和４年６月  当 社 執行役員 再処理事業部 副事業部長 

（設工認総括，新基準設計） 

令和５年４月    当 社  執行役員  

再処理・ＭＯＸ設工認総括副責任者， 

再処理事業部 副事業部長 

（設工認総括，新基準設計） 
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氏  名 履  歴 

鈴木 克彦 昭和39年１月22日生 

昭和63年３月  東北大学大学院工学研究科原子核工学専攻修了 

昭和63年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成16年７月  当 社 経営企画室 企画部 

事業戦略グループリーダー（課長） 

平成21年７月  当 社 経営企画室 企画部 

事業戦略グループリーダー（副部長） 

平成22年７月  当 社 再処理事業部 再処理工場 運転部 

副部長（分析） 

平成23年10月  当 社 再処理事業部 再処理工場 分析部長 

平成27年７月  当 社 理事 経営本部 企画部長 

平成29年２月  当 社 理事 安全・品質本部 品質保証部長 

平成29年５月  当 社 理事 安全・品質本部 品質保証部長 兼 

経営本部 人事部 部長（品質保証統括） 

平成30年６月  当 社 理事 安全・品質本部 品質保証部長 兼 

業務推進本部 人事部 部長（品質保証統括） 

令和元年６月  当 社 理事 安全・品質本部 品質保証部長 

令和２年６月  当 社 理事 再処理事業部 

副事業部長（再処理計画，品質保証） 

令和４年６月  当 社 理事 再処理事業部  

副事業部長（再処理計画） 

令和５年６月  当 社 理事 監査室長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

岡村 泰治 昭和33年10月11日生 

昭和56年３月  東京大学工学部原子力工学科卒 

昭和56年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成10年４月  当 社 六ヶ所本部 再処理事業所  

再処理・貯蔵管理センター 放射線管理部 

放射線管理課長 

平成15年７月  当 社 再処理事業部 放射線管理部  

放射線管理課長（副部長） 

平成18年７月  当 社 再処理事業部 再処理工場 技術部 副部長 

平成21年７月  当 社 再処理事業部 放射線管理部 部長 

平成22年６月  当 社 再処理事業部 放射線管理部長 

平成25年４月  当 社 安全技術室 環境管理センター長 

平成26年６月  当 社 安全本部 環境管理センター長 

平成26年７月  当 社 安全本部 環境管理センター長 

兼 放射線安全グループリーダー（部長） 

平成27年７月  当 社 理事 安全本部 副本部長 

兼 環境管理センター長 

平成28年２月  当 社 理事 再処理事業部 放射線管理部長  

兼 安全本部 副本部長 兼 環境管理センター長 

平成28年６月  当 社 理事 安全・品質本部 副本部長  

兼 安全・品質計画部長 

平成29年２月  当 社 理事 安全・品質本部 副本部長（安全推進） 

兼 安全推進部長 

平成30年６月  当 社 理事 安全・品質本部 副本部長 

（放射線安全，環境管理センター） 

令和３年７月  当 社 理事 安全・品質本部 副本部長 

（放射線安全，環境管理センター， 

カイゼン責任者） 

（第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

大久保 哲朗 昭和43年11月29日生 

平成３年３月  神戸商船大学商船学部原子動力学科卒 

平成３年４月  石川島播磨重工業株式会社入社 

平成17年４月  日本原燃株式会社入社 

平成26年７月  当 社 再処理事業部 再処理工場 ガラス固化施設部  

ガラス固化課 課長 

平成27年６月  当 社 再処理事業部 再処理工場 ガラス固化施設部  

ガラス固化課長 

平成28年９月  当 社 再処理事業部 再処理工場  

ガラス固化施設部長 

平成28年12月  当 社 再処理事業部 再処理工場  

ガラス固化施設部長 兼 貯蔵管理課長 

平成29年２月  当 社 再処理事業部 再処理工場  

ガラス固化施設部長 

平成29年４月  当 社 再処理事業部 再処理工場  

ガラス固化施設部長 兼 ガラス固化課長 

平成30年６月  当 社 理事 再処理事業部 再処理工場  

副工場長（運転）兼 ガラス固化施設部長  

兼 エンジニアリングセンター 設計部 部長 

平成31年２月  当 社 理事 再処理事業部 再処理工場  

副工場長（運転）兼 ガラス固化施設部長 

兼 新基準設計部 部長 

令和元年６月  当 社 理事 再処理事業部 部長（設工認統括） 

令和２年４月  当 社 理事 再処理事業部 部長（設工認統括） 

兼 新基準設計部長 

令和２年６月  当 社 理事 再処理事業部  

副事業部長（設工認総括補佐） 

令和３年６月  当 社 理事 安全・品質本部 安全推進部長 

令和３年７月  当 社 理事 安全・品質本部 安全推進部長 

兼 安全・品質本部 部長（カイゼン） 

令和５年６月  当 社 理事 安全・品質本部 

副本部長（安全推進，品質保証） 
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氏  名 履  歴 

山本 正之 
昭和45年１月13日生 

平成４年３月  東京大学工学部原子力工学科卒 

平成４年４月  東京電力株式会社入社 

平成23年10月  同 社 福島第二原子力発電所 技術総括部 

技術グループマネージャー 

平成25年９月  同 社 本店 原子力安全・統括部  

原子力国際調査グループマネージャー 

平成26年４月  同 社 福島第一廃炉推進カンパニー 

プロジェクト計画部 

廃炉国際調査グループマネージャー 

平成29年７月  同 社 原子力・立地本部副本部長  

兼 原子力設備管理部長 

兼 原子力耐震技術センター所長 

令和４年７月  当 社 理事 経営企画本部 

副本部長（事業管理，リスク管理） 

令和５年７月  当 社 理事 経営企画本部 

副本部長（事業管理，リスク管理） 

兼 安全・品質本部 副本部長（特命） 

高松 伸一 
昭和42年１月９日生 

平成２年３月  東海大学工学部原子力工学専攻修了 

平成２年４月  日本原燃産業株式会社入社 

平成23年７月  当 社 再処理事業部 放射線管理部 放射線安全課長 

平成26年５月  当 社 再処理事業部 再処理計画部 課長 

平成26年７月  当 社 再処理事業部 再処理計画部 副部長 

平成28年６月  当 社 再処理事業部 運営管理部 副部長 

（技術・保安） 兼 技術課長 

平成29年９月  当 社 東京支社 技術部長 

令和２年６月  当 社 理事 燃料製造事業部  

副事業部長（新規制基準） 

（第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

木村 公英 
昭和39年１月15日生 

昭和63年３月  大阪大学大学院工学研究科原子力工学専攻修了 

昭和63年４月  関西電力株式会社入社 

平成12年６月  同 社 原子力事業本部 燃料技術グループマネジャー 

平成12年12月  同 社 大飯発電所 安全管理課長 

平成15年７月  同 社 原子力事業本部 燃料技術グループマネジャー 

平成22年12月  同 社 原子力事業本部原子燃料部門 

燃料技術グループ チーフマネジャー 

平成25年６月  同 社 原子力事業本部原子力発電部門 

発電グループ チーフマネジャー 

平成26年６月  同 社 原子力事業本部原子燃料部門 原子燃料部長 

平成30年６月  当 社 理事 燃料製造事業部 副事業部長 

（しゅん工総括） 

令和２年６月  当 社 理事 燃料製造事業部 副事業部長 

（燃料製造計画，品質保証） 

令和３年２月  当 社 理事 燃料製造事業部 燃料製造建設所長  

兼 燃料製造事業部 副事業部長 

（燃料製造計画，品質保証） 

令和３年７月  当 社 理事 燃料製造事業部 燃料製造建設所長  

兼 燃料製造事業部 副事業部長 

（燃料製造計画，品質保証，カイゼン責任者） 

小野 雅毅 
昭和39年４月27日生 

平成２年３月  東北大学大学院工学研究科土木工学専攻修了 

平成２年４月  東北電力株式会社入社 

平成23年７月  同 社 新仙台火力発電所建設所 土木建築課長 

平成25年７月  同 社 青森支店 電力流通本部（土木） 

土木統括リーダー  

兼 青森支店 ダム水路主任技術者 

平成27年７月  同 社 能代火力発電所建設所 副所長 

平成29年７月  同 社 電力ネットワーク本部  

ネットワーク土木建築部（土木）課長 

平成30年４月  同 社 送配電カンパニー 

ネットワーク土木建築部（土木）課長 

令和４年４月  当 社 理事 技術本部 副本部長（特命） 

兼 再処理事業部 副事業部長（特命） 

兼 燃料製造事業部 副事業部長（特命） 
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氏  名 履  歴 

吉田 健二 

 

核燃料取扱 

主任者 

昭和36年５月16日生 

昭和60年３月  東京大学工学部原子力工学科卒 

昭和60年４月  東京電力株式会社入社 

平成14年７月  同 社 福島第二原子力発電所 技術部  

燃料技術グループマネージャー 

平成16年７月  同 社 福島第二原子力発電所 運転管理部 

燃料グループマネージャー 

平成22年７月  同 社 本店 原子力品質監査部 柏崎刈羽品質監査部 

柏崎刈羽品質監査グループマネージャー 

平成24年10月  当 社 燃料製造事業部 燃料製造技術部  

設計グループリーダー（副部長） 

令和２年９月  当 社 燃料製造事業部 部長（核燃料取扱主任者） 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 

松岡 真吾 
昭和47年５月16日生 

平成７年３月  埼玉大学工学部環境化学工学科卒 

平成７年４月  日本原燃株式会社入社 

平成26年４月  当 社 再処理事業部 再処理工場 分析部 

分析課 課長 

平成27年７月  当 社 再処理事業部 再処理工場 分析部 分析課長 

平成28年12月  当 社 経営本部 企画部 課長 

平成29年２月  当 社 再処理事業部 再処理工場 分析部 

分析課 課長 兼 経営本部 企画部 課長 

平成30年６月  当 社 再処理事業部 再処理工場 分析部 

分析課 課長 

平成30年11月  当 社 再処理事業部 再処理計画部 部長 

兼 再処理工場 分析部 分析課 課長（部長） 

平成31年２月  当 社 技術本部 技術管理部長 

兼 技術管理グループリーダー（部長） 

兼 再処理事業部 再処理計画部 部長  

令和元年７月  当 社 技術本部 技術管理部長 

兼 技術管理グループリーダー（部長） 

兼 再処理事業部 再処理計画部 部長  

兼 品質保証部 部長 

令和２年４月  当 社 技術本部 技術管理部長 

兼 技術管理グループリーダー（部長） 

兼 溶接検査支援グループリーダー（部長） 

兼 再処理事業部 再処理計画部 部長 

兼 品質保証部 部長  

令和２年10月  当 社 再処理事業部 再処理工場 技術部  

部長（設工認） 

令和４年７月  当 社 監査室 監査部長 

（第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

菊池 睦夫 
昭和45年11月22日生 

平成５年３月  信州大学経済学部経済学科卒 

平成５年４月  日本原燃株式会社入社 

平成25年７月  当 社 業務本部 資材部 課長 

平成27年６月  当 社 業務本部 資材部 

機器購買グループリーダー（課長） 

平成28年６月  当 社 地域・業務本部 資材部 

資材購買グループリーダー（課長） 

平成29年７月  当 社 監査室 監査部 考査グループリーダー（課長） 

令和２年６月  当 社 監査室 監査部長 

令和４年７月  当 社 調達室 資材部長 

前川 直人 昭和43年11月12日生 

平成５年３月  東海大学工学部電気工学科卒 

平成５年４月  日本原燃株式会社入社 

平成25年７月  当 社 再処理事業部 再処理工場 設備保全部 

電気保全課長 

平成31年２月  当 社 再処理事業部 再処理工場 電気保全部 

電気保全課長 

令和元年７月  当 社 技術本部 エンジニアリングセンター 設計部長 

令和元年11月  当 社 技術本部 エンジニアリングセンター 設計部長 

兼 プロジェクト部 部長 

令和２年10月  当 社 技術本部 エンジニアリングセンター 設計部長 

兼 プロジェクト部長 

令和３年６月  当 社 安全・品質本部 安全推進部 部長（労働安全） 

令和５年６月  当 社 安全・品質本部 安全推進部長  

兼 安全・品質本部 部長（カイゼン） 
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氏  名 履  歴 

佐藤 史章 昭和51年３月19日生 

平成12年３月  成蹊大学大学院工学研究科機械工学専攻修了 

平成12年４月  日本原燃株式会社入社 

平成28年２月  当 社 再処理事業部 再処理計画部  

課長（新規制基準） 

平成28年６月  当 社 再処理事業部 再処理工場 運営管理部 

技術課 課長（新規制基準） 

平成29年４月  当 社 安全・品質本部 品質保証部  

課長（安全文化） 

平成29年９月  当 社 安全・品質本部 品質保証部  

品質計画グループリーダー（課長） 

令和３年４月  当 社 安全・品質本部 品質保証部  

副部長（ＱＭＳ推進） 

令和３年６月  当 社 安全・品質本部 品質保証部長 

佐々木 耕一 昭和43年12月28日生 

平成４年３月  岩手大学工学部応用化学科卒 

平成４年４月  日本原燃産業株式会社入社 

平成23年７月  当 社 安全技術室 環境管理センター 課長 

平成26年６月  当 社 安全本部 環境管理センター 

環境安全グループリーダー（課長） 

平成26年11月  当 社 安全本部 環境管理センター 

環境安全グループリーダー（課長） 

兼 再処理事業部 再処理計画部 課長 

平成27年７月  当 社 安全本部 環境管理センター 

環境安全グループリーダー（課長） 

兼 再処理事業部 放射線管理部 

環境管理課 課長 

平成28年６月  当 社 安全・品質本部 放射線安全部長  

兼 環境管理センター長 

（第１種放射線取扱主任者） 
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氏  名 履  歴 

福原 盛夫 
昭和44年２月９日生 

平成６年３月  大阪大学大学院工学研究科原子力工学専攻修了 

平成６年４月  関西電力株式会社入社 

平成20年６月  同 社 原子力事業本部 原子燃料部門 

輸送グループマネジャー 

平成23年６月  同 社 高浜発電所 原子燃料課長 

平成25年12月  同 社 原子力事業本部 原子力発電部門 

燃料保全グループマネジャー 

平成27年６月  同 社 原子力事業本部 原子燃料部門 

原燃輸送グループマネジャー 

平成30年６月  同 社 原子力事業本部 原子力発電部門 

燃料保全グループ チーフマネジャー 

令和５年７月  当 社 燃料製造事業部 燃料製造計画部長 

木須 教仁 
昭和42年３月25日生 

平成４年３月  埼玉大学工学部環境化学工学科卒 

平成４年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成22年10月  当 社 燃料製造事業部 燃料製造建設所 

許認可グループリーダー（課長） 

平成25年１月  当 社 東京事務所 建設管理グループ（課長） 

平成25年６月  当 社 東京支社 技術部  

建設管理グループリーダー（課長） 

平成26年７月  当 社 東京支社 技術部 

技術管理グループリーダー（課長） 

平成27年１月  当 社 東京支社 技術部 

技術管理グループリーダー（課長） 

兼 燃料製造事業部 燃料製造計画部 

安全技術グループ（課長） 

平成27年７月  当 社 燃料製造事業部 燃料製造計画部 

計画・原価契約グループリーダー（課長） 

平成28年６月  当 社 燃料製造事業部 燃料製造計画部 

部長（事業計画）  

兼 計画・原価契約グループリーダー（部長） 

平成30年６月  当 社 監査室 監査部長 

平成30年10月  当 社 監査室 パフォーマンス改善推進者 

兼 監査室 監査部長 

令和２年６月  当 社 東京支社 技術部長 

令和３年７月  当 社 東京支社 技術部長  

兼 東京支社 部長（カイゼン） 

令和５年７月  当 社 燃料製造事業部 品質保証部長 

兼 燃料製造事業部 部長（カイゼン） 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 

 



2－15 

ハ．その他変更後における加工に関する技術的能力に関する事項 

ＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに運転及び保守のための組織，

技術者の確保，経験，品質保証活動，技術者に対する教育及び訓練並びに

有資格者等の選任及び配置については次のとおりである。 

(イ) 設計及び工事並びに運転及び保守のための組織 

本変更後におけるＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに運転及び

保守に係る業務は，添２第１図に示すＭＯＸ燃料加工施設の加工の事業

に関係する部署にて添２第２表のとおり分掌する。 

これらの組織は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律」第22条第１項の規定に基づき認可を得る再処理事業所ＭＯＸ燃

料加工施設保安規定（以下「保安規定」という。）等で定められた業務

所掌に基づき，明確な役割分担の下でＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工

事並びに運転及び保守に係る業務を適確に実施する。 

本変更後における設計及び工事に関する業務については，燃料製造事

業部の各部署が実施する。 

施設に係る設計及び工事に関する業務について，施設の建設計画に関

する業務は燃料製造計画部が実施する。建設計画に基づく土木建築及び

機電に関する業務に係る設計については，燃料製造計画部及び燃料製造

建設所が実施し，工事については，燃料製造建設所が実施する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と既存施設（他事業との共用施設を含む。）との

繋ぎ込みに関する既存施設の工事は，各所管設備担当部署が責任箇所と

して実施する。 

なお，他事業との共用施設に係る設計及び工事に関する業務の実施主

体，責任範囲は，それぞれの事業の担当部署の間で明確にし実施する。 

本変更後における運転及び保守の業務については，燃料製造事業部の
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各部署が実施する。 

試験運転を含む運転に関する操作，巡視，点検等の業務は，燃料製造

建設所が実施する。 

機械，電気，計装設備，建物及び構築物の保守の業務は，燃料製造建

設所が実施する。 

地震，竜巻，火山等の自然現象等による被害（以下「自然災害等」と

いう。），ＭＯＸ燃料加工施設における重大事故に至るおそれがある事

故（設計基準事故を除く。）若しくは重大事故（以下「重大事故等」と

いう。），大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによるＭＯＸ燃料加工施設の大規模な損壊（以下「大規模損

壊」という。）が発生した場合に対処するために必要な体制の整備につ

いては，核燃料物質の搬入を開始する前までに保安規定等において具体

的に記載する方針とする。 

自然災害等，重大事故等及び大規模損壊の非常事態に際しては，適確

に対処するため，再処理事業部長（原子力防災管理者）を本部長とした

保安規定に基づく非常時対策組織及び事象の進展に応じて「原子力災害

対策特別措置法」第７条第１項の法に基づく再処理事業所再処理事業部

原子力事業者防災業務計画における原子力防災組織を構築し対応できる

よう，あらかじめ体制を整備する。 

自然災害等，重大事故等又は大規模損壊が発生した場合は，非常時対

策組織又は原子力防災組織の要員にて初動活動を行い，本部長の指示の

下，参集した要員が役割分担に応じて対処する方針とする。 

加工事業変更許可申請を伴う変更，保安規定の変更等について，他事

業等の代表者を含む委員によって，全社的観点（他事業との整合性等）

から保安上の基本方針を審議する品質・保安会議（安全・品質本部長が
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議長）を設置する。また，技術的専門性を有した委員によって，ＭＯＸ

燃料加工施設に係る保安業務全体の観点から保安に係る基本的な計画の

妥当性を審議する燃料製造安全委員会（燃料製造事業部長が委員長を任

命）を設置する。本会議及び本委員会により保安活動に関する必要な事

項について審議するとともに，本会議及び本委員会からの指示事項に対

する実施状況及び処置状況を監理する。社長が行う加工の事業に関する

品質マネジメントシステムに係る業務の補佐は，安全・品質本部が実施

する。品質マネジメントシステムに係る内部監査は，監査室が実施する。

また，品質マネジメントシステムに係る活動の実施状況を確認し，経営

として評価，審議するため，安全・品質改革委員会（社長が委員長）を

設置する。 

 

以上のとおり，本変更後における設計及び工事を適確に遂行するに足

りる，役割分担が明確化された組織を適切に構築している。また，運転

及び保守，自然災害等，重大事故等及び大規模損壊の対応を適確に遂行

するに足りる，役割分担が明確化された組織を適切に構築する。 
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添２第１図 組織図 

  

　　　　：ＭＯＸ燃料加工施設の加工の事業に関係する部署（令和５年７月１日現在）

品質・保安会議 安全・品質本部

濃 縮 事 業 部

監 査 室

カイゼン推進室

調 達 室

働き方改革本部

社 長 地域・広報本部

安全・品質改革委員会 経 営 企 画 本 部

教 育 課

埋 設 事 業 部

再 処 理 事 業 部

技 術 本 部

燃料製造計画部

品 質 保 証 課

事 業 者 検 査 課

燃料製造事業部 品 質 保 証 部

安 全 管 理 課

建 設 管 理 課

保 安 管 理 課

許 認 可 業 務 課

ペレット機械課

燃料製造建設所 集 合 体 機 械 課

東 京 支 社

監 査 役 業 務 部監 査 役

電 気 設 備 課

核燃料取扱主任者 計 装 設 備 課

燃料製造安全委員会 土 木 課

建 築 課
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添２第２表 ＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに運転及び保守に係る

業務の分掌 

業務 燃料製造事業部 

施設※の建設計画 燃料製造計画部 

 

 

 

施設※の設計及び工事 

 

 

 

設計 

 

燃料製造計画部 

燃料製造建設所 

 

工事 

 

燃料製造建設所 

 

試験運転を含む運転に関する操作，巡視，点検等 燃料製造建設所 

機械，電気，計装設備，建物及び構築物の保守 燃料製造建設所 

※：施設とは，ＭＯＸ燃料加工施設を構成する構築物，系統，機器等の総称をいう。 
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(ロ) 設計及び工事並びに運転及び保守に係る技術者の確保 

(１) 技術者数 

令和５年７月１日現在，ＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに

運転及び保守に従事する技術者を496人確保している。これらの加工

の事業に係る技術者の専攻の内訳は，電気，機械，金属，原子力，化

学等であり，事業の遂行に必要な分野を網羅している。 

技術者の専攻別内訳を添２第３表に示す。 

 

添２第３表 技術者の専攻別内訳 

（単位：人） 

専攻 電気 機械 金属 原子力 化学 物理 土木 建築 その他 合計 

技術者数 75 77 12 53 62 11 26 28 152 496 

 

(２) 在籍技術者の原子力関係業務従事年数 

令和５年７月１日現在における在籍特別管理職（課長以上）及びそ

れ以外の在籍技術者の原子力関係業務従事年数は，添２第４表のとお

りである。 

 

添２第４表 技術者の原子力関係業務従事年数 

（単位：人） 

 
１年未満 

１年以上 

５年未満 

５年以上 

10年未満 

10年以上 

20年未満 
20年以上 合計 

技術者の原子力関係

業務平均従事年数 

特別管理職 １ ５ １ 11 105 123 27年 

技術者 ７ 100 95 108 63 373 11年 

合計 ８ 105 96 119 168 496 15年 

年数 

区分 
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(３) 有資格者数 

令和５年７月１日現在における国家資格取得者数は，添２第５表の

とおりである。 

 

添２第５表 技術者の国家資格取得者数 

（単位：人） 

国家資格名称 取得者数 

核燃料取扱主任者 17 

第１種放射線取扱主任者 39 

 

また，自然災害等，重大事故等及び大規模損壊への対応について検

討した結果，大型自動車運転免許等の資格を必要とする重機等の操作

が必要であるため，必要な資格を抽出し，その有資格者を確保する。

ＭＯＸ燃料加工施設における自然災害等，重大事故等及び大規模損壊

の対応に必要な大型自動車等を運転する資格を有する技術者を延べ

140人確保する。 

(４) 配置 

業務の各工程に応じて上記の技術者及び有資格者を必要な人数配置

する。技術者については，今後想定する設計及び工事並びに運転及び

保守の状況も勘案した上で，採用，教育及び訓練を行うことにより継

続的に確保するとともに，有資格者についても，各種資格取得を奨励

することにより必要な数の資格取得者を確保していく。 

 

以上のとおり，設計及び工事に必要な技術者及び有資格者を確保して

いる。 
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今後とも設計及び工事並びに運転及び保守，自然災害等，重大事故等

及び大規模損壊の対応を適切に行うための技術者を確保し，円滑，かつ，

確実な業務遂行を図るため，必要な教育及び訓練を行うとともに，採用

を通じ，必要な技術者及び有資格者を継続的に確保し，配置する。 

 

(ハ) 設計及び工事並びに運転及び保守の経験 

当社は，平成22年に加工の事業の許可を受け，これまでにＭＯＸ燃料

加工施設の設計及び工事を行ってきた経験を有するとともに，再処理施

設，原子力発電所，ウラン加工施設等の原子力施設における工事経験を

有する技術者を確保している。また，ＭＯＸ燃料加工施設の運転及び保

守の経験については，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料

サイクル工学研究所（プルトニウム燃料技術開発センター），フランス

Ｏｒａｎｏ Ｒｅｃｙｃｌａｇｅ社ＭＯＸ燃料加工施設等の国内外の研

修機関における運転及び保守に係る研修により経験を継続的に蓄積して

おり，今後も積み上げていくとともに，ＭＯＸ燃料加工施設に係る作動

試験等を通じ，運転及び保守に必要な経験を取得させる。 

なお，令和５年７月１日現在における在籍技術者のうち，国内外の主

な機関への研修及び社内研修で原子力技術を習得した者は，添２第６表

に示すとおりである。 
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添２第６表 機関別研修者数 

（単位：人） 

 

研 修 機 関 

 

 

研修者数 

 

国 

内 

日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所 

（上記のうちプルトニウム燃料技術開発センター） 

原子燃料工業株式会社ウラン加工施設 

88 

（51） 

28 

合 計 116 

海 

外 

フランス Ｏｒａｎｏ Ｒｅｃｙｃｌａｇｅ社ＭＯＸ燃料加工施設 ６ 

合 計 ６ 

社 

内 

再処理施設 33 

合 計 33 

 

さらに，当社は，国内外の関連施設との情報交換，トラブル対応に関

する情報収集及び活用により，設計及び工事並びに運転及び保守の経験

を継続的に蓄積しており，今後も積み上げていく。 

新規制基準の施行を踏まえ，自然災害等対策，重大事故等対策及び大

規模損壊対策について検討し，基本設計等を実施している。また，これ

らの対策を運用する体制，手順についても整備していく。 

設計及び工事並びに運転及び保守の経験として，当社で発生したトラ

ブル情報や国内外のトラブルに関する経験や知識についても継続的に積

み上げている。 
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以上のとおり，設計及び工事の経験を十分に有しており，今後も継続

的に技術者を確保するため技術の継承を実施し経験を積み上げていく。

また，運転及び保守についても継続的に技術者を確保するため，技術の

継承を実施し経験を積み上げていく。 

 

(ニ) 設計及び工事並びに運転及び保守に係る品質保証活動 

ＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに運転及び保守の各段階にお

ける品質マネジメントシステムに係る活動に関して，「原子力施設の保

安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」（令

和２年原子力規制委員会規則第２号）及び「同規則の解釈」に基づき，

品質マネジメントシステムを確立し，実施し，実効性を維持するため，

継続的に改善する。また，品質マネジメントシステムを品質マネジメン

トシステム計画として定めるとともに，品質マニュアルとして文書化す

る。 

社長は，品質マネジメントシステムに係る活動の実施に関する責任と

権限を有し，最高責任者として法令の遵守及び原子力安全の重要性を含

めた品質方針を設定し，文書化して組織内に周知する。 

(１) 設計及び工事並びに運転及び保守における品質マネジメントシステ

ムに係る活動の体制 

品質マネジメントシステムに係る活動については，業務に必要な社

内規程を定めるとともに，文書体系を構築している。 

当社は，文書化された品質マニュアルに基づき，社長をトップマネ

ジメントとし，監査室長，調達室長，安全・品質本部長及び燃料製造

事業部長を管理責任者とした品質マネジメントシステムに係る体制を

構築する。また，監査室を社長直属の組織とする，特定の取締役によ
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る監査室への関与を排除するとともに内部監査の対象となり得る部門

から物理的に離隔する等により，監査室の独立性を確保する。 

社長は，品質マネジメントシステムの実効性を評価するため，品質

マネジメントシステムに係る活動の実施状況及び改善の必要性の有無

についてマネジメントレビューを実施する。また，品質マネジメント

システムに係る活動の実施状況を確認し，経営として，観察及び評価

するため，社長を委員長とする安全・品質改革委員会を設置し，品質

マネジメントシステムに係る活動の取り組みが弱い場合は要員，組織，

予算，購買等の全社の仕組みが機能しているかの観点で審議を行い，

必要な指示及び命令を行う。 

監査室長は，調達室長，安全・品質本部長及び燃料製造事業部長が

実施する業務並びに品質・保安会議の審議業務に関し内部監査を行う

とともに，品質方針に基づき品質目標を設定し，品質マネジメントシ

ステムに係る活動の計画，実施，評価確認及び継続的な改善を行い，

その状況を社長へ報告する。 

調達室長は，加工の事業に関する調達に係る業務を行うとともに，

品質方針に基づき品質目標を設定し，品質マネジメントシステムに係

る活動の計画，実施，評価確認及び継続的な改善を行い，その状況を

社長へ報告する。 

安全・品質本部長は，社長が行う加工の事業に関する品質マネジメ

ントシステムに係る業務の補佐を行う。また，品質方針に基づき品質

目標を設定し，品質マネジメントシステムに係る活動の計画，実施，

評価確認及び継続的な改善を行い，その状況を社長へ報告する。さら

に，社長の補佐として，各事業部の品質マネジメントシステムに係る

活動が適切に実施されることを支援する。 
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燃料製造事業部長は，ＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに運

転及び保守に係る業務を統括する。また，燃料製造事業部長は，品質

方針に基づき品質目標を設定し，品質マネジメントシステムに係る活

動の計画，実施，評価確認及び継続的な改善を行い，その状況を燃料

製造事業部長が社長へ報告する。 

各部門から独立した監査部門である監査室，調達部門である調達室

及び全社の品質マネジメントシステムに係る活動の推進部門である安

全・品質本部並びに実施部門である燃料製造事業部の各組織（以下

「各業務を主管する組織」という。）の長は，業務の実施に際して，

業務に対する要求事項を満足するように定めた社内規程に基づき，責

任をもって個々の業務を実施し，要求事項への適合及び品質マネジメ

ントシステムに係る活動の実効性を実証する記録を作成し管理する。 

各業務を主管する組織の長は，調達する物品又は役務（以下「調達

物品等」という。）を調達する場合，供給者において品質マネジメン

トシステムに係る活動が適切に遂行されるよう，要求事項を提示し，

調達物品等に応じた管理を行う。また，検査，試験等により調達物品

等が要求事項を満足していることを確認する。 

各業務を主管する組織の長は，不適合が発生した場合，不適合を除

去し，再発防止のために原因を特定した上で，原子力の安全に及ぼす

影響に応じた是正処置を実施する。 

燃料製造安全委員会は，ＭＯＸ燃料加工施設の保安活動について審

議を行う。また，品質・保安会議は，全社的な観点から保安活動及び

品質マネジメントシステムに係る活動の重要な事項について審議を行

う。さらに，安全・品質改革委員会は，各部門の品質マネジメントシ

ステムに係る活動の実施状況を確認し，経営として，観察及び評価を
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行い，要員，組織，予算，購買等の仕組みが機能しているか審議する。 

社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者として，品質マネ

ジメントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善する

ことの責任と権限を有し，品質方針を設定する。この品質方針は，安

全及び品質の向上のため，技術，人及び組織の三要素を踏まえ，安全

文化の向上に取り組むとともに，協力会社と一体となって，技術力の

向上，現場第一主義の徹底を図ること，さらに，法令及びルールの遵

守はもとより，東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株

式会社）福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ，原子力安全達成

に細心の注意を払い，地域の信頼をより強固なものとし，ともに発展

していくよう，社員一人ひとりが責任と誇りを持って業務を遂行する

ことを表明している。また，品質方針が組織内に伝達され，理解され

ることを確実にするため，社内イントラネットへの掲載，執務室での

品質方針ポスター掲示，携帯用の品質方針カードの配布を実施するこ

とにより，監査部門，調達部門，全社の品質マネジメントシステムに

係る活動の推進部門及び実施部門の要員に周知している。 

各業務を主管する組織においては，各業務を主管する組織の長によ

るレビューを実施し，各業務を主管する組織における社内規程の改訂

に関する事項，品質目標，管理責任者レビューのインプットに関する

情報等をレビューする。 

監査室長は，監査部門の管理責任者として，調達室長，安全・品質

本部長，燃料製造事業部長が実施する業務並びに品質・保安会議の審

議業務に関し内部監査を実施し，評価確認し，監査結果をマネジメン

トレビューのインプットとして社長へ報告する。 

調達室長は，調達部門の管理責任者として，調達部門のマネジメン
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トレビューのインプットに関する情報を集約し，評価確認し，マネジ

メントレビューのインプットとして社長へ報告する。 

安全・品質本部長は，全社の品質マネジメントシステムに係る活動

の推進部門の管理責任者として，社長が行うマネジメントレビューが

円滑に実施されるよう補佐するとともに，オーバーサイト結果をマネ

ジメントレビューのインプットとして社長へ報告する。 

燃料製造事業部長は，実施部門の管理責任者として，品質保証部長

の補佐を受けて，実施部門の各組織のマネジメントレビューのインプ

ットに関する情報を集約し，評価確認し，マネジメントレビューのイ

ンプットとして社長へ報告する。 

管理責任者のレビューのアウトプットについては，社長のマネジメ

ントレビューへのインプットとするほか，品質目標等の業務計画の策

定及び改訂，社内規程の制定，改訂等により業務へ反映する。 

社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメントシステ

ムの実効性をレビューし，マネジメントレビューのアウトプットを決

定する。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプットを，

各業務を主管する組織の長に通知し，各業務を主管する組織の長が作

成したマネジメントレビューのアウトプットに対する処置事項を確認

して，各業務を主管する組織の長に必要な対応を指示する。 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウトプッ

トに対する処置事項及び各業務を主管する組織の品質マネジメントシ

ステムに係る活動の実施状況を評価確認し，次年度の品質目標に反映

し，活動する。また，管理責任者はそれらの状況を確認する。 

品質・保安会議では，品質マネジメントシステムに係る重要な事項
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について審議する。 

なお，ＭＯＸ燃料加工施設の保安活動に関しては，保安規定第11条

に基づく燃料製造安全委員会を開催し，その内容を審議し，審議結果

は業務へ反映する。 

(２) 設計及び工事並びに運転及び保守における品質マネジメントシステ

ムに係る活動 

各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を，品質マニュアルに

従い，ＭＯＸ燃料加工施設の安全機能の重要度を基本とした品質マネ

ジメントシステム要求事項の適用の程度に応じて管理し，実施し，評

価確認し，継続的に改善する。また，調達物品等を調達する場合は，

供給者において品質マネジメントシステムに係る活動が適切に遂行さ

れるよう，要求事項を提示し，重要度等に応じた品質管理グレードに

従い調達管理を行う。 

なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当該業務に

係る調達物品等要求事項を追加する。 

各業務を主管する組織の長は，調達物品等が調達物品等要求事項を

満足していることを，検査，試験等により検証する。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行するため，

品質マニュアルに従い，関係法令等の要求事項を満足するよう個々の

業務を計画し，実施し，評価確認し，継続的に改善する。また，調達

物品等を調達する場合は，設計及び工事と同様に管理する。 

各業務を主管する組織の長は，設計及び工事並びに運転及び保守に

おいて不適合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のために原

因を特定した上で，原子力の安全に及ぼす影響に応じた是正処置を実

施する。 
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また，調達物品等を調達する場合は，供給者においても不適合管理

が適切に遂行されるよう仕様書にて要求事項を提示し，不適合が発生

した場合には，各業務を主管する組織はその実施状況を確認する。 

 

以上のとおり，品質マネジメントシステムに係る活動に必要な文書を

定め，品質マネジメントシステムに係る活動に関する計画，実施，評価

確認，改善を実施する仕組み及び役割を明確化した体制を設計及び工事

の段階において構築している。また，運転及び保守の段階においても，

設計及び工事の段階と同様な仕組み及び体制を構築する。 

 

(ホ) 技術者に対する教育及び訓練 

(１) 技術者に対しては，ＭＯＸ燃料加工施設の設計及び工事並びに運転

及び保守に当たり，一層の技術的能力向上のため，以下の教育及び訓

練を実施する。 

① 社内における研修並びに設計及び工事の実務経験者の指導のもとに

おける実務を通じて，施設の設計及び工事並びに運転及び保守に関す

る知識の維持及び向上を図るための教育（安全上の要求事項，設計根

拠，設備構造及び過去のトラブル事例を含む。）を定期的に実施する。

また，必要となる教育及び訓練の計画をその職務に応じて定め，適切

な力量を有していることを定期的に評価する。 

② 運転訓練装置，実規模装置及び実機を用いた研修を実施し，設備の

構造と機能を理解させるとともに，基本的運転操作を習得させる。 

③ 原子力関係機関（一般社団法人原子力安全推進協会，原子燃料工業

株式会社ウラン加工施設）等において，原子力安全，技術，技能の維

持及び向上を目的とした社外研修，講習会等に参加させ関連知識を習
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得させる。 

(２) 上記（１）によって培われる技術的能力に加え，建設工事の進捗状

況に合わせて建設工事に直接従事させることで設備等に対する知識の

向上を図るとともに，フランスのＯｒａｎｏ Ｒｅｃｙｃｌａｇｅ社

ＭＯＸ燃料加工施設，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃

料サイクル工学研究所（プルトニウム燃料技術開発センター）及び当

社再処理施設における，運転，保守及び放射線管理の訓練の実施，継

続した技術情報収集を行う。 

(３) 教育及び訓練の詳細 

① 技術者は，原則として入社後一定期間，配属された部門に係る基礎

的な教育及び訓練を受ける。ＭＯＸ燃料加工施設の仕組み，放射線管

理等の基礎教育及び訓練並びに機器配置及びプラントシステム等の現

場教育及び訓練を受け，原子燃料の加工に関する基礎知識を習得する。 

② 燃料製造事業部では，原子力安全の達成に必要な技術的能力を維持

及び向上させるため，保安規定等に基づき，対象者，教育内容，教育

時間及び教育実施時期について教育の実施計画を策定し，それに従っ

て教育を実施する。 

③ 本変更後における業務に従事する自然災害等，重大事故等及び大規

模損壊に対応する技術者，事務系社員及び協力会社社員に対しては，

各役割に応じた自然災害等発生時，重大事故等発生時及び大規模損壊

発生時の対応に必要となる技能の維持と知識の向上を図るため，計画

的，かつ，継続的に必要な教育及び訓練を実施する。 

④ 東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会社）福島

第一原子力発電所事故を踏まえて，ＭＯＸ燃料加工施設では重大事故

等対処設備等を設置及び配備し，災害対策要員の体制整備を進める。
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これら重大事故等対処設備等を効果的に活用し，適切な事故対応が行

えるよう訓練を繰り返し行うことにより，災害対策要員の技術的な能

力の維持向上を図る。 

 

以上のとおり，本変更後における技術者に対する教育及び訓練を実施

し，その専門知識，技術及び技能を維持及び向上させる取り組みを行う。 

 

(ヘ) 有資格者等の選任及び配置 

核燃料物質の取扱いに関し，「核燃料物質の加工の事業に関する規則」

（昭和41年７月19日 総理府令第37号）に基づき，保安の監督を行う核

燃料取扱主任者及びその代行者は，核燃料取扱主任者免状を有する者で

あって，核燃料物質の取扱いの業務に従事した期間が３年以上である者

のうちから，社長が選任する。 

核燃料取扱主任者が職務を遂行できない場合，その職務が遂行できる

よう，代行者を核燃料取扱主任者の選任要件を満たす技術者の中から選

任し，職務遂行に万全を期している。 

核燃料取扱主任者は，ＭＯＸ燃料加工施設の保安の監督を誠実，かつ，

最優先に行うこととし，核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された

物の取扱いの業務に従事する者への指示等，その職務が適切に遂行でき

るよう設計及び工事並びに運転及び保守の保安に関する職務を兼任しな

いようにする等，職務の独立性を確保した配置とする。 

 

以上のとおり，ＭＯＸ燃料加工施設の保安の業務に際して必要となる

有資格者等については，その職務が適切に遂行できる者の中から選任し，

配置している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添 付 書 類 三） 

 



 
 
 

 
 

 





















補－添三－ト－1 
 

添付書類三  変更に係る加工施設の場所における気象，地盤，水理，地震，社会環境等

の状況に関する説明書の「ト．火山」を以下のとおり補正する。  

ページ  行  補  正  前  補  正  後  

－ － 

下記項目の記述。 

 

ト．火山 

別紙－１の記述に変更する。 



 

別紙－１ 
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ト．火  山 

(イ) 検討の基本方針 

自然現象に対する設計上の考慮として，想定される自然現象が

発生した場合においても加工施設（以下「ト．火  山」では

「施設」という。）が安全機能を損なわないことを確認するため，

火山影響の可能性について検討し，施設の運用期間中における影

響について確認する。 

評価は，立地評価と影響評価の２段階で行う。 

立地評価では，施設に影響を及ぼし得る火山を抽出し，設計対

応不可能な火山事象が施設の運用期間中に影響を及ぼす可能性に

ついて評価を行う。施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対

応不可能な火山事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が

含まれ，過去に巨大噴火が発生した火山については，「巨大噴火

の可能性評価」を行った上で，「最後の巨大噴火以降の火山活動

の評価」を行う。巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した場

合でも，火山活動のモニタリングを行い，施設の運用期間中にお

いて巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した根拠が維持され

ていることを確認する。 

影響評価では，施設の安全性に影響を与える可能性のある火山

事象について評価を行う。 
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(ロ) 調査及び検討内容 

(１) 文献調査 

第四紀に活動した火山（以下「第四紀火山」という。）のう

ち，施設に影響を及ぼし得る火山を抽出し，立地評価及び影響

評価を行うことを目的として，第四紀火山について，敷地を中

心とする半径 160km の範囲（以下「地理的領域」という。）を

対象に文献調査を実施した。 

地理的領域内の第四紀火山の文献調査は，年代，活動様式等

が網羅的に整理されているカタログを用いた。カタログは，

「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)，「日本活

火山総覧（第４版）」（気象庁編，2013）(２)，「第四紀火山岩

体・貫入岩体データベース」（西来ほか編，2012）(３)，「第四

紀噴火・貫入活動データベース」（西来ほか編，2014）(４)，

「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，

1999）(５)，「１万年噴火イベントデータ集」（産業技術総合研

究所地質調査総合センター編，2017）(６)，各種「地質図幅」及

び「恵山火山地質図」（三浦ほか，2022）(70)を含む各種「火山

地質図」である。また，カタログの引用文献等についても収集

し，加えて，「海域火山データベース」（海上保安庁海洋情報

部）(７)，「日本の主要第四紀火山の積算マグマ噴出量階段図」

（山元，2015）(８)及び「新編 火山灰アトラス」（町田・新井，

2011）(９)についても文献調査を実施した。さらに，文献収集の

更なる網羅性向上のため，補足的に国内外の主な科学技術系論

文データベースを用いて，地理的領域内の第四紀火山に関する

論文等について文献調査を実施した。 
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なお，降下火砕物については，上記文献を用いて，地理的領

域外の火山についても文献調査を実施した。 

また，施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対応不可能

な火山事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が含まれ

る火山については，地球物理学的調査の知見や近い将来の巨大

噴火の発生可能性についても文献調査を実施した。 

 (２) 地形調査 

主に国土地理院撮影の空中写真及び同院発行の地形図を使用

して空中写真判読を行い，敷地を中心とする半径30kmの範囲及び

その周辺地域において，第四紀火山の可能性がある地形の有無

を把握した。 

 (３) 地質調査 

地理的領域内の第四紀火山の噴出物を対象に地表踏査等を実

施し，敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺地域にお

いて，噴出物の種類，分布，第四紀火山の活動時期等を把握し

た。 

 (４) 火山学的調査 

地質調査において確認した降下火砕物及び火砕流堆積物を対

象に，堆積物の厚さ，空間分布等を把握した。 

 (５) 地球物理学的調査 

施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対応不可能な火山

事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が含まれる火山

を対象に，地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変

動に関する検討を実施し，現在のマグマ溜まりの状況について

把握した。 
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(ハ) 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出 

地理的領域内の第四紀火山の分布を添３－ト第１表及び添３－

ト第１図に，火山地質図を添３－ト第２図に示す。地理的領域内

には 47 の第四紀火山が分布する。敷地が位置する下北半島は，北

側は津軽海峡に，東側は太平洋に，西側は陸奥湾にそれぞれ面し

ている。敷地は，下北半島南部の太平洋側に位置し，この位置は火

山フロントの前弧側（東方）にある。 

地理的領域内の第四紀火山の形式，活動年代及び最後の活動か

らの経過期間を添３－ト第２表に示す。これらの火山について，

施設に影響を及ぼし得る火山を抽出した。 

 (１) 完新世に活動を行った火山 

「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)及び「日

本活火山総覧（第４版）」（気象庁編，2013）(２)を参照し，地

理的領域内の第四紀火山のうち，完新世に活動を行った火山

（以下「活火山」という。）を抽出した。 

その結果， 北海道駒ヶ岳
ほっかいどうこまがたけ

， 恵山
えさん

， 恐山
おそれざん

， 岩木山
いわきさん

，北

八甲田
はっこうだ

火山群（気象庁編（2013）(２)による「八甲田山」に相当

する。），十和田
とわだ

， 秋田焼山
あきたやけやま

， 八幡平
はちまんたい

火山群（気象庁編

（2013）(２)による「八幡平」に相当する。），岩手山
いわてさん

及び

秋田駒ヶ岳
あきたこまがたけ

の 10火山を完新世に活動を行った火山として抽出し

た。 

 (２) 完新世に活動を行っていない火山 

完新世に活動を行っていない火山（37 火山）について，「日

本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)等の記載年代に

基づき，最後の噴火から現在までの経過期間の方が，全活動期
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間あるいは活動期間内の最大休止期間よりも短いとみなせる場

合は，将来の活動可能性が否定できない火山と評価した。 

その結果，横津岳
よこつだけ

，陸奥燧岳
むつひうちだけ

，田代岳
たしろだけ

，藤沢森
ふじさわもり

，南八甲田

火山群，八甲田カルデラ，八幡岳
はちまんだけ

火山群，先十和田，玉川
たまがわ

カル

デラ，網
あ み

張
は り

火山群，乳頭
にゅうとう

・高倉
たかくら

及び 荷葉岳
かようだけ

の 12 火山を将来

の活動可能性が否定できない火山として抽出した。 

 (３) 施設に影響を及ぼし得る火山 

施設に影響を及ぼし得る火山として，「(ハ) (１) 完新世に

活動を行った火山」及び「(ハ) (２) 完新世に活動を行ってい

ない火山」より，北海道駒ヶ岳，恵山，恐山，岩木山，北八甲

田火山群，十和田，秋田焼山，八幡平火山群，岩手山，秋田駒

ヶ岳，横津岳，陸奥燧岳，田代岳，藤沢森，南八甲田火山群，

八甲田カルデラ，八幡岳火山群，先十和田，玉川カルデラ，網

張火山群，乳頭・高倉及び荷葉岳の 22火山を抽出した。 
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(ニ) 施設に影響を及ぼし得る火山の火山活動に関する個別評価 

(１) 詳細調査対象火山の抽出 

施設に影響を及ぼし得る火山（22 火山）について，活動履歴

に関する文献調査により，立地評価の対象となる設計対応不可

能な火山事象の発生実績，過去最大規模の噴火による火山噴出

物の敷地への到達可能性等について添３－ト第３表に整理した。 

火砕物密度流については，敷地近傍では火砕流堆積物の分布

は認められないものの，十和田及び八甲田カルデラの過去最大

規模の噴火における火砕流の到達可能性範囲に敷地若しくは敷

地近傍が含まれる（添３－ト第３図，添３－ト第４図参照）。

一方，十和田及び八甲田カルデラ以外の施設に影響を及ぼし得

る火山については，発生実績や敷地からの離隔等より，火砕物

密度流が敷地に到達する可能性は十分に小さいと評価した。 

溶岩流，岩屑
がんせつ

なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，敷地

から 50km 以内に分布する恐山，八甲田カルデラ及び八幡岳火山

群が評価対象火山となる。恐山については，溶岩流，岩屑なだ

れ，地滑り及び斜面崩壊に伴う堆積物は敷地周辺には分布しな

い。一方，八甲田カルデラについては，溶岩流，岩屑なだれ，

地滑り及び斜面崩壊の発生実績が認められない。八幡岳火山群

については，溶岩流に伴う堆積物は敷地周辺には分布せず，岩

屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊の発生実績は認められない。そ

の他の 19 火山については，敷地から 50km 以内に分布しないこ

とから，評価対象外である。したがって，これらの火山事象が

敷地に到達する可能性は十分に小さいと評価した。 

新しい火口の開口及び地殻変動については，敷地が，施設に
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影響を及ぼし得る火山の過去の火口及びその近傍に位置しない

こと，並びに火山フロントより前弧側（東方）に位置すること

から，これらの火山事象が敷地において発生する可能性は十分

に小さいと評価した。 

以上のことから，施設に影響を及ぼし得る火山（22 火山）の

火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象は，過去最大規

模の噴火を想定しても，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さ

いと評価した。 

一方，火砕物密度流については，敷地及び敷地近傍が十和田

及び八甲田カルデラの火砕流の到達可能性範囲に含まれること

から，十和田及び八甲田カルデラについて，詳細な調査・検討

を実施した。なお，八甲田カルデラについては，隣接する南八

甲田火山群及び北八甲田火山群を含めて「八甲田山」として詳

細な調査・検討を実施した。 

 (２) 十和田 

気象庁編（2013）(２)によると，十和田は先カルデラ成層火山

群，十和田カルデラ及び後カルデラ成層火山・溶岩ドームから

なるとしている。その活動は，Hayakawa（1985）(10)によると，

先カルデラ期，カルデラ形成期及び後カルデラ期に区分される

としている。 

Hayakawa（1985）(10)及び工藤ほか（2011）(11)によると，カル

デラ形成期に火砕流を伴う規模の大きな噴火を３回（十和田

奥瀬
おくせ

火砕流，十和田 大不動
おおふどう

火砕流，十和田八戸火砕流）起こ

している（添３－ト第５図参照）。 

一方，Yamamoto et al.（2018）(12)は，地球化学的特徴から十
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和田奥瀬火砕流を噴出した噴火を先カルデラ期とみなすとして

おり，見解が分かれている（添３－ト第６図参照）。 

Hayakawa（1985）(10)によると，後カルデラ期に毛馬内火砕流

（見かけの噴出量は約５km3）を噴出したとしている。 

これらの噴火のうち巨大噴火に該当する噴火は，十和田大不

動火砕流（見かけの噴出量は約 40km3(10)）及び十和田八戸火砕

流（見かけの噴出量は約 40km3(10)）を噴出した噴火（以下それ

ぞれを「噴火エピソードＮ」及び「噴火エピソードＬ」とい

う。）である。したがって，この２回の巨大噴火と最後の巨大

噴火（噴火エピソードＬ）以降の噴火を対象に評価を実施した。 

なお，十和田奥瀬火砕流（見かけの噴出量は約 10km3(10)）を

噴出した噴火は巨大噴火に該当しないが，噴火の様式と規模に

基づきカルデラ形成期として整理した。 

① 巨大噴火の可能性評価 

ａ．活動履歴 

工藤ほか（2011）(11)によると，現在の活動期である後カル

デラ期は，高頻度（噴火間隔 3400 年以下）かつ一回の噴出量

が 2.5DREkm3以下であり，カルデラ形成期の低頻度（噴火間隔

22000 年～4000 年）かつ一回の噴出量 1.2DREkm3～20.3DREkm3

とは異なるとしている（添３－ト第５図参照）。一方で，十

和田の 10 万年前以降のマグマ供給率はほぼ一定であり，また，

後カルデラ期は先カルデラ期後期と活動様式が類似している

ことから，今後マグマ供給率が減少しなければ，長期的（数

万年スケール）には再びカルデラ形成期に移行する可能性が

指摘されるとしている。しかし，過去の活動履歴から，大規
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模噴火の前には数万年にわたって局在的な低噴出率期（噴火

エピソードＮの前は 0.07DREkm3/千年，噴火エピソードＬの前

は 0.12DREkm3/千年）が先行するとしており，現在の活動は，

約 15000 年間にわたって高噴出率期(0.70DREkm3/千年)にあり，

噴出量１DREkm3 以下の小規模噴火も数多く発生していること

から，現状ではカルデラ形成期のような状態に至っていない

と考えられるとしている。したがって，今後も短期的（数百

年～数千年スケール）には，過去 15000 年間と同様な活動が

継続すると推定され，仮に，今後カルデラ形成を伴う大規模

噴火が発生するとしても数万年先になると予想されるとして

いる。なお，工藤ほか（2011）(11)の「カルデラ形成を伴う大

規模噴火」は，「巨大噴火」に相当する。 

一方，Yamamoto et al.（2018）(12)において，階段ダイアグ

ラム（添３－ト第６図参照）が示されており，これに基づき

噴出率の傾向を確認した結果，カルデラ形成期の巨大噴火前

は低噴出率期（噴火エピソードＮの前は約 0.11DREkm3/千年，

噴火エピソードＬの前は約 0.15DREkm3/千年）であるが，現在

の後カルデラ期は高噴出率期(約 0.71DREkm3/千年)となってい

る。これは，工藤ほか（2011）(11)による噴出率の傾向と同様

である。 

また，文献調査により，十和田における近い将来の巨大噴

火の発生可能性に言及した文献について調査した結果，高橋

（2008）(13)及び工藤ほか（2011）(11)には，現状，巨大噴火の

可能性が低いとする主旨の知見は認められるが，巨大噴火が

起こる可能性があるとする知見は認められない。また，十和
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田火山防災協議会（2018）(14)による十和田火山災害想定影響

範囲図においても，巨大噴火を想定していない。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

十和田における巨大噴火に伴う２回の大規模火砕流（十和

田大不動火砕流及び十和田八戸火砕流）の噴出物を対象に調

査を実施し，その分布を確認した。十和田近傍から敷地を中

心とした地域にかけての地質柱状図を添３－ト第７図に示す。

なお，巨大噴火には該当しないものの，十和田奥瀬火砕流は

敷地には到達していないことを確認した。 

(ａ) 十和田大不動火砕流 

十和田大不動火砕流を伴う巨大噴火では，火砕流の噴出

に先立って爆発的噴火に伴う降下火砕物（十和田 切田
きりだ

テフ

ラ）が噴出しており，火砕流堆積物の直下に，この堆積物

が認められる。十和田大不動火砕流堆積物及び十和田切田

テフラの分布を添３－ト第８図に示す。 

十和田大不動火砕流堆積物は，六ヶ所 鷹架
たかほこ

西（Loc.33）

及び野辺地 目ノ越
めのこし

１（Loc.50）において，ローム層中に軽

石混じり火山灰層（火砕流堆積物）が層厚約 16cm 及び約３

cmのパッチ状として認められる。 

また，敷地を含むさらに北方の地域では，層相から火砕

流堆積物と判断できないものの，ローム層中に十和田大不

動火砕流起源に対比される径約１cm 以下の軽石が認められ，

敷地内（Loc.26）においては最大平均粒径約４mm の軽石が

認められる（添３－ト第９図参照）。 

したがって，十和田大不動火砕流は敷地に到達した可能
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性が高いと考えられるが，火砕流堆積物の分布及びその層

相の特徴より，敷地はその到達末端に位置すると評価した。

一方，十和田切田テフラは，北方に向かって層厚を減じ，

東北 淋代
さびしろ

２（Loc.19），六ヶ所 平沼
ひらぬま

１（Loc．23）等にお

いて層厚約３cm～約７cmで確認した。 

(ｂ) 十和田八戸火砕流 

十和田八戸火砕流を伴う巨大噴火では，火砕流の噴出に

先立って爆発的噴火に伴う降下火砕物（十和田八戸テフラ）

が噴出しており，火砕流堆積物の直下に，この堆積物が認

められる。十和田八戸火砕流堆積物及び十和田八戸テフラ

の分布を添３－ト第 10図に示す。 

十和田八戸火砕流堆積物は，塊状無層理で淘汰が悪く，

軽石を主体として褐灰～灰白色火山灰の基質からなる。敷

地近傍では，ローム層中に軽石混じり火山灰層（火砕流堆

積物）が層厚約５cm～約 20cm のパッチ状として認められ，

敷地内（Loc.26）においても，層厚約 20cm のパッチ状を呈

する火砕流堆積物として確認した（添３－ト第９図参照）。 

また，敷地より北方の地域では，層相から火砕流堆積物

と判断できないものの，ローム層中に十和田八戸火砕流起

源に対比される径約１cm以下の軽石が認められる。 

したがって，十和田八戸火砕流は敷地に到達したと考え

られるが，火砕流堆積物の分布及びその層相の特徴より，

敷地はその到達末端に位置すると評価した。一方，十和田

八戸テフラは，北方に向かい急激に層厚を減じ，三沢市野

口（Loc.17）より北方では確認できない。 
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ｃ．地球物理学的調査 

下司（2016）(15)によると，大規模噴火が発生するためには，

その火山のシステムにあらかじめマグマを蓄積させておくこ

とが必要であるとしており，この大規模噴火を引き起こすマ

グマシステムは，下部地殻物質の部分溶融等による珪長質メ

ルトの生成，発生したメルトの分離・上昇，上部地殻への集

積等が起こり，地殻全体に広がる巨大で複雑なシステムであ

ると考えられるとしている。また，物理探査（地球物理学的

調査）によってカルデラ火山の地下に検出されつつある低速

度領域や低比抵抗領域は，このような部分溶融した貫入岩体

の複合体を見ていると考えられるとしており，カルデラの陥

没量とカルデラ形成噴火の噴出量がほぼ一致するとしている。

なお，下司（2016）(15)の「大規模噴火」の噴火規模は，「巨

大噴火」の噴火規模を包含する。 

以上のことから，巨大噴火に直接寄与する上部地殻におけ

るマグマ溜まりは，カルデラを超える範囲まで部分溶融域が

広がっていると考えられるため，巨大噴火が可能な量のマグ

マ溜まりが存在する可能性及び大規模なマグマの移動・上昇

等の活動に着目して地球物理学的調査を実施し，現在のマグ

マ溜まりの状況について評価した。 

地球物理学的調査として，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震活動及び地殻変動に関する検討を実施した。流体の存在

に敏感な比抵抗構造と，流体のうちメルトか水か推定可能な

地震波速度構造は相補的な関係であるため，これらより，巨

大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する可能性を把握し
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た。また，地震活動及び地殻変動に関する調査を行い，大規

模なマグマの移動・上昇等の活動を把握した。 

(ａ) 地震波速度構造及び比抵抗構造 

地震波速度構造について，Nakajima et al.（2001）(16)に

よると，火山フロントに沿った最上部マントルの低Ｖｐ，

低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，大量のメルトの存在を示唆する

としている。また，火山フロントに沿った下部地殻のうち

活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，メルト

の存在を示唆するとしている。加えて，火山フロントに沿

った上部地殻のうち活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び低

Ｖｐ/Ｖｓは，水の存在を示唆するとしている（添３－ト第

11 図参照）。中島（2017）(17)によると，Nakajima et al.

（2001）(16)の解析結果等から，東北地方の火山地域の地殻

にはいくつかの共通する特徴が存在するとしており，上部

地殻内には大規模な（>10km）マグマ溜まりは存在しないと

している（添３－ト第 12図参照）。 

防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波

速度構造（海域拡大 2019 年版）」（Matsubara et al.，

2019）(18)の地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 13 図

参照）及び Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを用

いた地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 14 図参照）

に基づくと，いずれの結果でも十和田直下の上部地殻内(約

20km 以浅)に，メルトの存在を示唆する顕著な低Ｖｐかつ高

Ｖｐ/Ｖｓ領域は認められない。 

一方，比抵抗構造について，Kanda and Ogawa（2014)(19)
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によると，インダクションベクトルの実部は本質的に低比

抵抗の方向を指す傾向があるとしている。Kanda and Ogawa

（2014）(19)のインダクションベクトル（添３－ト第 15 図参

照）に基づくと，16 秒周期では，十和田に向くベクトルは

認められず，顕著な低比抵抗異常は推定できない。また，

磁場３成分を用いたインバージョン解析により，インダク

ションベクトルを再現できる北東北の三次元比抵抗構造が

示されており，その解析結果（添３－ト第 16 図参照）に基

づくと，十和田直下の上部地殻内にマグマ若しくは高塩濃

度流体を示唆する顕著な低比抵抗領域は認められない。 

地震波速度構造及び比抵抗構造を統合的に解釈すると，

十和田直下の上部地殻内に大規模なマグマ溜まりの存在を

示唆する顕著な低速度・高Ｖｐ/Ｖｓかつ低比抵抗領域は認

められない。 

(ｂ) 地震活動 

気象庁一元化震源カタログ（地震月報（カタログ編）(20)

（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月）及び気象庁一元化処

理震源要素(21)（期間：2018 年１月～2018 年 12 月））より

作成した十和田付近の震央分布及び地震活動の時間変化を

添３－ト第 17 図に示す。地震は，十和田の後カルデラ期の

最新の噴火（十和田ａ）の火口である十和田湖中湖付近及

びその周辺の震源深さ５km～10km 付近に集中する一方で，

低周波地震はそれらよりやや深い 25km～35km 付近で発生し

ている。 

また，「十和田の火山活動解説資料（平成 26 年１月）」
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（気象庁，2014）(22)によると，2014年１月 27日昼前から夜

にかけて地震活動が活発な状況になったが， 27日の夜から

地震回数は減少し，２月に入ってからは概ね静穏な状況で

あり，低周波地震，火山性微動は観測されていないとして

いる。また，火山活動に特段の変化はなく，噴火の兆候は

認められず，2007 年 12 月１日の噴火予報（平常）の発表以

降，予報警報事項に変更はないとしている。 

(ｃ) 地殻変動 

国土地理院（2018）(23)によると，平成 23 年(2011 年）東

北地方太平洋沖地震後の余効変動が，東日本の広い範囲で

見られるとしている。 

国土地理院による電子基準点データから作成した十和田

周辺の基準点間の基線長（斜距離成分）の時間変化（期

間：2003年１月～2018年 12月）を添３－ト第 18図に示す。

十和田では，2011 年東北地方太平洋沖地震以降の余効変動

が継続しているが，地震発生前を含め，十和田を中心とし

た地域では，この余効変動を超える継続的な変位の累積は

認められない。 

また，「十和田の火山活動解説資料（平成 26 年１月）」

（気象庁，2014）(22)において，2014 年１月に地震活動が活

発化した際の地殻変動観測結果によると，地震増加時及び

その前後で十和田付近の地殻変動に変化は認められないと

している。 

加えて，第 131 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，

2015）(24)によると，十和田周辺における干渉ＳＡＲの解析
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結果（2014 年９月４日と 2014 年 10月 16 日）について，ノ

イズレベルを超える位相変化は認められないとしており，

第 143 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，2019）(25)にお

いても，十和田周辺における干渉ＳＡＲの解析結果（2015

年 10月８日と 2018年 10月 18日）について，ノイズレベル

を超えるような位相変化は認められないとしている。 

さらに，国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点

検測成果収録を基に作成した，十和田付近の一等水準路線

の上下変動（添３－ト第 19 図）によると，大館付近におい

て局所的な変動はあるが，十和田に最も近い碇ヶ関付近の

一等水準点には継続的な変位の累積は認められず，十和田

を中心とした継続的な変位の累積は認められない。 

(ｄ) 地球物理学的調査の評価 

地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に

関する検討の結果，現状，十和田直下の上部地殻内(約 20km

以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する

可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇等の活

動を示す兆候も認められない。 

ｄ．巨大噴火の可能性評価のまとめ 

活動履歴から，巨大噴火が発生したカルデラ形成期と現在

の活動期である後カルデラ期は，噴火の頻度・噴出量・噴出

率が異なる（巨大噴火前には数万年間の低噴出率期が先行す

る傾向が見られるが，後カルデラ期は高噴出率期である）こ

と等から，現状ではカルデラ形成期のような状態には至って

いないと考えられる（工藤ほか，2011）(11)。 
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地質調査及び火山学的調査結果から，敷地は，巨大噴火に

伴う２回の大規模火砕流であるカルデラ形成期の十和田八戸

火砕流及び十和田大不動火砕流の到達末端に位置すると評価

した。 

地球物理学的調査の結果，現状，十和田直下の上部地殻内

(約 20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇等

の活動を示す兆候も認められない。 

文献調査の結果，十和田について，高橋（2008）(13)及び工

藤ほか（2011）(11)には，現状，巨大噴火の可能性が低いとす

る主旨の知見は認められるが，巨大噴火が起こる可能性があ

るとする知見は認められない。また，十和田火山防災協議会

（2018）(14)による十和田火山災害想定影響範囲図においても，

巨大噴火を想定していない。 

以上のことから，十和田の現在の活動状況は，巨大噴火が

差し迫った状態ではなく，巨大噴火の可能性を示す科学的に

合理性のある具体的な根拠が得られていないことから，施設

の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと評

価した。 

② 最後の巨大噴火以降の火山活動の評価 

ａ．活動履歴 

最後の巨大噴火（噴火エピソードＬ）以降の活動期である

後カルデラ期は，1000 年単位で頻繁に噴火を続けており，後

カルデラ期と同規模の活動可能性は十分小さいと判断できな

い。 
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したがって，最後の巨大噴火以降の火山活動の評価対象と

しては，後カルデラ期の最大規模の火砕流を伴う噴火である，

噴火エピソードＡの毛馬内火砕流（見かけの噴出量は約５

km3(10)）とした（添３－ト第 20図参照）。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

町田・新井（2011）(９)及び Hayakawa（1985）(10)は，毛馬

内火砕流堆積物を十和田カルデラから主に河川沿いに図示し

ている。また，十和田火山防災協議会（2018）(14)は，広井ほ

か（2015）(26)等を考慮し，毛馬内火砕流堆積物及びＯＹＵ-

２ｂの火砕サージ堆積物の確認地点を基に，十和田カルデラ

の周囲約 20km の範囲を火砕流・火砕サージの推定到達範囲と

して図示している。それらを併せて添３－ト第 21図に示す。 

いずれの知見においても，毛馬内火砕流は，敷地には到達

していない。 

ｃ．最後の巨大噴火以降の火山活動の評価のまとめ 

活動履歴及び地質調査・火山学的調査の結果より，最後の

巨大噴火以降の最大規模の毛馬内火砕流が敷地に到達してい

ないことから，火砕物密度流が施設に影響を及ぼす可能性は

十分小さいと評価した。また，火砕物密度流以外の設計対応

不可能な火山事象は，「（ニ）（１） 詳細調査対象火山の

抽出」に記載するように，敷地と火山の離隔等から，施設に

影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 

 (３) 八甲田山 

気象庁編（2013）(２)によると，八甲田山は，少なくとも 17

以上の成層火山や溶岩ドームからなり，南八甲田火山群及び北
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八甲田火山群に区分され，八甲田カルデラは，北八甲田火山群

の直下～北東に存在するとしている。 

中野ほか編（2013）(１)及び宝田・村岡（2004）(27)によると，

南八甲田火山群は，八甲田カルデラの先カルデラ火山であり，

約 1.1Ma～0.3Maに活動したとしている。 

村岡・高倉（1988）(28)によると，八甲田カルデラの噴出物と

して，八甲田第１期火砕流堆積物及び八甲田第２期火砕流堆積

物が示されている。 

中野ほか編（2013）(１)及び工藤ほか（2011）(29)によると，八

甲田山の活動を南八甲田火山群，八甲田カルデラ及び北八甲田

火山群の活動に区分し，このうち，八甲田カルデラにおいては，

約１Ma（八甲田中里川），0.90Ma（八甲田 黄瀬
おうせ

），0.76Ma（八

甲田第１期）及び 0.40Ma（八甲田第２期）に大規模火砕流を噴

出したとしている。 

工藤ほか（2004）(30)によると，北八甲田火山群は，八甲田カ

ルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カルデラ

火山群であるとしている。 

これらを踏まえた八甲田山の各火山の分布と階段ダイアグラ

ムを添３－ト第 22図に示す。 

これらの噴火のうち，巨大噴火に該当する噴火は，八甲田カ

ルデラの八甲田第１期火砕流（見かけの噴出量は 37km3(５)）及

び八甲田第２期火砕流（見かけの噴出量は 36 km3(５)）を噴出し

た噴火である。したがって，この２回の巨大噴火と最後の巨大

噴火（八甲田第２期火砕流を噴出した噴火）以降の噴火を対象

に評価を実施した。 
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① 巨大噴火の可能性評価 

ａ．活動履歴 

八甲田山は，約 110 万年前から活動を開始し，南八甲田火

山群及び八甲田カルデラの活動後，最近 30 万年間では北八甲

田火山群のみ活動が継続している。 

工藤ほか（2004）(30)によると，北八甲田火山群は，八甲田

カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カル

デラ火山群である。また，北八甲田火山群の噴出率及び活動

様式の時間変化から，その火山活動のピークは 40 万年前～10

万年前までの間にあったと考えられ，10 万年前以降の火山活

動は比較的低調になっているとしている。加えて，噴出中心

が火山群中央部に収束する傾向が認められることからも，北

八甲田火山群の活動は，長期的にみると終息へと向かいつつ

ある状態と解釈できるとしている（添３－ト第 23図参照）。 

また，文献調査により，八甲田山における近い将来の巨大

噴火の発生可能性に言及した文献について調査した結果，現

状，巨大噴火が起こる可能性があるとする知見は認められず，

八甲田山火山防災協議会（2014）(31)による火山災害予想区域

図においても，巨大噴火を想定していない。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

八甲田山において，過去最大規模の火砕物密度流を噴出し

た八甲田カルデラの噴出物を対象に調査を実施した。 

村岡・高倉（1988） (28)，第四紀火山カタログ委員会編

（1999）(５)によると，八甲田第１期火砕流の見かけの噴出量

は 37km3，八甲田第２期火砕流の見かけの噴出量は 36 km3とさ
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れているが，八甲田第１期火砕流堆積物は，工藤ほか（2006）

(32)，工藤ほか（2011）(29)等によって示された年代測定，化学

分析結果等によると，異なる時代の複数の火砕流堆積物で構

成されている可能性があるとされている。これらのことから，

２回の巨大噴火のうち八甲田第２期火砕流が，八甲田山の過

去最大規模の火砕流であると評価した。 

八甲田第２期火砕流堆積物は，添３－ト第 24 図に示すよう

に，八甲田山周辺に広く分布し，敷地方向では八甲田山から

東北町西部にかけて分布し，八甲田山近傍の 小幌内
こほろない

川林道

（Loc.A05）及び十和田砂土路（Loc.A01）では層厚約６ｍ及び

約４ｍ，東北南平赤川支流（Loc.B13）では層厚約 2.5ｍ以上の

火砕流堆積物として確認した。一方，東北 長者久保
ちょうじゃくぼ

西方

（Loc.B01）においては，オレンジテフラ，甲地
かっち

軽石（工藤

（2005）(33)による「八甲田白ベタテフラ」に相当する。）及び

複数の降下火砕物（袋町
ふくろまち

テフラ群：桑原（2004）(34)の「袋町

１～13 テフラ」に相当する。）が確認され，これらの間に挟

まる袋町９ａテフラは，概ね淘汰良好な軽石を主体とするこ

とから，降下火砕物と評価した。また，その年代及び鉱物的

特徴（石英を非常に多く含む等）は，八甲田第２期の噴出物

と類似することから，八甲田第２期の噴火に伴って噴出した

降下火砕物と考えられる。しかし，本地点では，同噴火に伴

う火砕流堆積物は確認できない。このことは，本地点には，

八甲田第２期の噴火に伴う火砕流は到達していないことを示

唆している（添３－ト第 25 図参照）。加えて，桑原（2004）

(34)及び桑原ほか（2007）(35)によると，野辺地町袋町地点にお
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ける露頭から，降下火砕物等の層序等に関する報告がされて

いるが，八甲田第２期火砕流堆積物は認められていない。 

以上のことから，これらの地点より北方に位置する敷地に

火砕流は到達していないと評価した。 

ｃ．地球物理学的調査 

地球物理学的調査として，十和田と同様に，地震波速度構

造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に関する検討を実施

した。流体の存在に敏感な比抵抗構造と，流体のうちメルト

か水か推定可能な地震波速度構造は相補的な関係であるため，

これらより，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する

可能性を把握した。また，地震活動及び地殻変動に関する調

査を行い，大規模なマグマの移動・上昇等の活動を把握した。 

(ａ) 地震波速度構造及び比抵抗構造 

地震波速度構造について，Nakajima et al.（2001）(16)に

よると，火山フロントに沿った最上部マントルの低Ｖｐ，

低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，大量のメルトの存在を示唆する

としている。また，火山フロントに沿った下部地殻のうち

活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，メルト

の存在を示唆するとしている。加えて，火山フロントに沿

った上部地殻のうち活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び低

Ｖｐ/Ｖｓは，水の存在を示唆するとしている（添３－ト第

11 図参照）。中島（2017）(17)によると，Nakajima et al.

（2001）(16)の解析結果等から，東北地方の火山地域の地殻

にはいくつかの共通する特徴が存在するとしており，上部

地殻内には大規模な（>10km）マグマ溜まりは存在しないと
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している（添３－ト第 12図参照）。 

防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波

速度構造（海域拡大 2019 年版）」（Matsubara et al.，

2019）(18)の地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 13 図

参照）及び Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを用

いた地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 14 図参照）

に基づくと，いずれの結果でも八甲田山直下の上部地殻内

(約 20km 以浅)に，メルトの存在を示唆する顕著な低Ｖｐか

つ高Ｖｐ/Ｖｓ領域は認められない。 

一方，比抵抗構造について，Kanda and Ogawa（2014）(19)

によると，インダクションベクトルの実部は本質的に低比

抵抗の方向を指す傾向があるとしている。小川（1991）(36)

によると，周期 64 秒のインダクションベクトル（添３－ト

第 26 図参照）では津軽海峡の誘導電流の影響で北向き成分

が卓越するとしているが，調査域の東半分のインダクショ

ンベクトルの北向き成分が小さいことから深部に低比抵抗

異常が存在することを示唆しているとしている。また，小

川（1991）(36)の広域的な比抵抗構造の影響も考慮した二次

元比抵抗構造（添３－ト第 27 図参照）によると，八甲田地

域の深度 10km 以深に低比抵抗帯が存在するとしているが，

八甲田山直下の上部地殻内の 10km 以浅に顕著な低比抵抗領

域は認められない。 

地震波速度構造及び比抵抗構造を統合的に解釈すると，

八甲田山直下の上部地殻内の 10km 以深は低比抵抗領域であ

るが，その領域は低Ｖｐかつ低Ｖｐ/Ｖｓであることから，
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上部地殻内に大規模なマグマ溜まりの存在を示唆する顕著

な低速度・高Ｖｐ/Ｖｓかつ低比抵抗領域は認められない。 

(ｂ) 地震活動 

気象庁一元化震源カタログ（地震月報（カタログ編）(20)

（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月）及び気象庁一元化処

理震源要素(21)（期間：2018 年１月～2018 年 12 月））より

作成した八甲田山付近の震央分布及び地震活動の時間変化

を添３－ト第 28 図に示す。八甲田山においては，通常の地

震が観測期間を通じて北八甲田火山群付近の深さ 10km 以浅

に集中している。 

また，「八甲田山の火山活動解説資料（令和元年 10 月７

日）」（気象庁，2019）(37)によると，2019年 10月７日６時

以降，大岳山頂の西約４km，深さ約１km 付近を震源とする

地震が増加し，14 時までに 61 回発生したとしている。また，

2018 年４月 10 日に日回数 22 回を観測するなど，これまで

も周辺で一時的な地震の増加がみられたが，低周波地震及

び火山性微動は観測されておらず，地震活動以外に火山活

動の活発化は認められないとし，噴火予報（噴火警戒レベ

ル１，活火山であることに留意）の予報事項に変更は無い

としている。 

加えて，「火山の状況に関する解説情報（八甲田山第３

号）令和元年 10 月８日 16 時 00 分」（気象庁，2019）(38)に

よると，2019 年 10 月７日６時頃から始まった八甲田山周辺

での地震は，2019 年 10 月８日 10 時以降観測されていない

としている。加えて，低周波地震や火山性微動は観測され
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ておらず，地殻変動に火山活動に伴う変化はみられないと

している。また，監視カメラによる観測では，地獄沼付近

及び大岳周辺に特段の変化はみられず，火山活動の活発化

を示す変化は認められないとしている。 

(ｃ) 地殻変動 

国土地理院（2018）(23)によると，平成 23 年(2011 年）東

北地方太平洋沖地震後の余効変動が，東日本の広い範囲で

見られるとしている。 

国土地理院による電子基準点データから作成した八甲田

山周辺の基準点間の基線長（斜距離成分）の時間変化（期

間：1997年１月～2018年12月）を添３－ト第29図に示す。 

八甲田山では，2011 年東北地方太平洋沖地震前において，

十和田－黒石及び青森Ａ－十和田の基準点間で継続的な縮

みが確認されていた。しかし，2011 年東北地方太平洋沖地

震以降，すべての基線において余効変動が継続している。 

また，「八甲田山の火山活動解説資料（平成 26 年６月）」

（気象庁，2014）(39)によると，2013 年２月頃以降わずかな

膨張を示す地殻変動がみられていたが，８月頃から鈍化し，

11月頃からは停滞しその状態が続いているとしている。 

加えて，第 131 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，

2015）(24)によると，八甲田山周辺における干渉ＳＡＲの解

析結果（2014 年９月４日と 2014 年 10 月 16 日）について，

ノイズレベルを超える位相変化は認められないとしており，

第 143 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，2019）(25)にお

いて，八甲田山周辺における干渉ＳＡＲの解析結果（2015
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年 10月８日と 2018年 10月 18日）について，山頂の西側周

辺で衛星視線方向伸長の位相変化が認められるが，気象ノ

イズによる可能性があるとしている。 

さらに，国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点

検測成果収録を基に作成した，八甲田山付近の一等水準路

線の上下変動（添３－ト第 30 図参照）によると，青森及び

藤崎町付近において地盤沈下による局所的な変動はあるが，

八甲田山に最も近い青森付近の一等水準点には継続的な変

位の累積は認められず，八甲田山を中心とした継続的な変

位の累積は認められない。 

(ｄ) 地球物理学的調査の評価 

地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に

関する検討の結果，現状，八甲田山直下の上部地殻内(約

20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在

する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇等

の活動を示す兆候も認められない。 

ｄ．巨大噴火の可能性評価のまとめ 

活動履歴について，工藤ほか（2004）(30)によると，八甲田

カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カル

デラ火山群である北八甲田火山群について，その活動のピー

クは 40万年前～10万年前までの間にあったと考えられ，10万

年前以降の火山活動は比較的低調になっており，長期的にみ

ると終息へと向かっているとしている。 

地質調査及び火山学的調査結果から，２回の巨大噴火のう

ち過去最大規模の噴火である八甲田第２期火砕流は敷地に到
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達していないと評価した。 

地球物理学的調査の結果，現状，八甲田山直下の上部地殻

内(約 20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが

存在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

文献調査の結果，八甲田山について，現状，巨大噴火が起

こる可能性があるとする知見は認められず，八甲田山火山防

災協議会（2014）(31)による火山災害予想区域図においても，

巨大噴火を想定していない。 

以上のことから，八甲田山の現在の活動状況は，巨大噴火

が差し迫った状態ではなく，巨大噴火の可能性を示す科学的

に合理性のある具体的な根拠が得られていないことから，施

設の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと

評価した。 

② 最後の巨大噴火以降の火山活動の評価 

ａ．活動履歴 

最後の巨大噴火（八甲田第２期火砕流を噴出した噴火）以

降の活動について，北八甲田火山群は，工藤ほか（2004）(30)

によると，八甲田カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動

を開始した後カルデラ火山群であるとしていることから，北

八甲田火山群における最大規模の火山活動を評価した。 

一方，八甲田カルデラの先カルデラ火山である南八甲田火

山群については，宝田・村岡（2004）(27)によると，約 1.1Ma

頃に活動を開始し八甲田カルデラ形成後の約 0.3Ma まで活動

したとしていることから，最後の巨大噴火（約 40 万年前）以
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降，約 30 万年前までの活動における最大規模の火山活動を評

価した。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

工藤ほか（2004）(30)によると，最後の巨大噴火以降の火山

活動である北八甲田火山群（40 万年前以降）の活動における

最大規模の噴火に伴う噴出物は 高田大岳
たかだおおだけ

溶岩類（3.2DREkm3）

であり，その分布は噴出中心付近に限られ，敷地が位置する

北東方向では，八甲田カルデラを越えて分布していない。な

お，北八甲田火山群の全噴出物や岩屑なだれを含め，八甲田

カルデラを越えて分布していない（添３－ト第 31図参照）。 

一方，宝田・村岡（2004）(27)によると，八甲田カルデラの

先カルデラ火山である南八甲田火山群について，最後の巨大

噴火（約 40 万年前）以降，約 30 万年前まで活動したとされ

るが，それらの噴出物の分布は南八甲田火山群の山体周辺に

限られ，敷地が位置する北東方向では，八甲田カルデラを越

えて分布していない（添３－ト第 32図参照）。 

ｃ．最後の巨大噴火以降の火山活動の評価のまとめ 

活動履歴及び地質調査・火山学的調査の結果より，後カル

デラ火山群である北八甲田火山群の最大規模の噴火に伴う噴

出物である高田大岳溶岩類の分布は噴出中心付近に限られ，

敷地が位置する北東方向では，八甲田カルデラを越えて分布

していない。一方，南八甲田火山群は最後の巨大噴火以降，

約 30 万年前まで活動したとされるが，それらの噴出物の分布

は南八甲田火山群の山体周辺に限られ，敷地が位置する北東

方向では，八甲田カルデラを越えて分布していない。 
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また，新しい火口の開口及び地殻変動については，「（ニ）

（１） 詳細調査対象火山の抽出」に記載するように，敷地

において発生する可能性は十分に小さいと評価した。 

以上のことから，八甲田山の最後の巨大噴火以降の火山活

動に伴う設計対応不可能な火山事象は，発生実績や敷地と火

山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと

評価した。 

 (４) まとめ 

施設に影響を及ぼし得る火山（22 火山）を対象に，設計対応

不可能な火山事象について，発生実績，過去最大規模の噴火等

の知見に基づき敷地への到達可能性について評価した。 

火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象については，

発生実績や敷地と火山の離隔等から，過去最大規模の噴火を想

定しても，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

一方，火砕物密度流については，文献調査の結果，十和田及

び八甲田カルデラの巨大噴火に伴う火砕流の到達可能性範囲に

敷地若しくは敷地近傍が含まれることから，十和田及び八甲田

山について，詳細な調査・検討を実施した。 

十和田の巨大噴火の可能性評価については，地質調査及び火

山学的調査の結果，敷地は巨大噴火による火砕流の末端に位置

すると考えられるが，活動履歴，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震・地殻変動データ等から，巨大噴火が差し迫った状態では

なく，巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠が得られていないことから，施設の運用期間中における巨

大噴火の可能性は十分に小さいと評価した。また，最後の巨大
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噴火以降の火山活動については，活動履歴及び地質調査・火山

学的調査の結果より，最後の巨大噴火以降の最大規模の火砕流

が敷地に到達していないことから，施設に影響を及ぼす可能性

は十分小さく，火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象

は，敷地と火山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十

分小さいと評価した。 

八甲田山の巨大噴火の可能性評価については，地質調査及び

火山学的調査の結果，巨大噴火による火砕流は敷地に到達して

いないと考えられ，活動履歴，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震・地殻変動データ等から，巨大噴火が差し迫った状態では

なく，巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠が得られていないことから，施設の運用期間中における巨

大噴火の可能性は十分に小さいと評価した。また，最後の巨大

噴火以降の火山活動については，活動履歴及び地質調査・火山

学的調査の結果より，設計対応不可能な火山事象は，発生実績

や敷地と火山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十分

小さいと評価した。 
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(ホ) 火山活動のモニタリング 

(１) モニタリング対象火山 

施設の運用期間中における十和田の巨大噴火の可能性は十分

に小さいが，過去の巨大噴火による火砕流が，到達末端とは考

えられるものの敷地に到達したと評価したことから，モニタリ

ング対象火山とする。 

一方，八甲田山についても，施設の運用期間中における巨大

噴火の可能性が十分に小さく，過去の巨大噴火による火砕流も

敷地には到達していないと評価したが，最近の火山活動の推移

を確認することの重要性も考慮し，モニタリング対象火山とす

る。 

以上のことから，十和田及び八甲田山を対象に，科学的知見

を収集し，更なる安全性の向上に資するため，火山活動のモニ

タリングを行い，施設の運用期間中において巨大噴火の可能性

が十分に小さいと評価した根拠が維持されていることを確認す

る。 

(２) モニタリング項目 

十和田及び八甲田山について，評価時からの状態の変化の検

知により，巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した根拠が

維持されていることを確認することを目的として，公的機関の

観測網による地殻変動及び地震活動の観測データ，公的機関に

よる発表情報等を収集・分析し，観測点の比高・基線長，地震

の発生回数等に基づく判断基準を用いて，モニタリングを行う。

また，判断基準については，データを蓄積し，最新の知見も踏

まえ，火山専門家等の助言を得た上で随時更新する。加えて，
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干渉ＳＡＲや水準測量も実施し，モニタリング精度向上に努め

る。 

(３) 定期的評価 

モニタリング結果については，定期的（原則として１年に１

回）又は臨時（観測データの有意な変化の発生時）に，火山専

門家等による第三者の助言を得る。火山の状態に応じた判断基

準に基づき，観測データに有意な変化があった場合は，火山専

門家の助言を踏まえ，当社が総合判断を行い，対処内容を決定

する。 

なお，添付書類五「イ．(ロ)(７)④ 火山事象に関する設計」

に記載するように，対処に当たっては，その時点の最新の科学

的知見に基づき可能な限りの対処を行う。 
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(へ) 施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象の影響評価 

施設に影響を及ぼし得る火山（22 火山）について，現状におけ

る活動可能性及び規模を考慮し，施設の安全性に影響を与える可

能性のある火山事象について検討した。 

なお，降下火砕物については，地理的領域外の火山を含めてそ

の影響を評価した。 

(１) 降下火砕物 

① 給源を特定できる降下火砕物 

「新編 火山灰アトラス」（町田・新井，2011）(９)等による，

地理的領域内外における降下火砕物の分布を添３－ト第 33 図及

び添３－ト第 34図に示す。 

町田・新井（2011）(９)及び地質調査により，敷地及び敷地近

傍において確認される主な降下火砕物として，下位より，甲地

軽石，オレンジテフラ，洞爺火山灰，鬼界葛原
きかいとづらはら

テフラ，阿蘇４

テフラ，十和田レッドテフラ， 支笏
しこつ

第１テフラ，十和田切田

テフラ，姶良
あいら

Ｔｎテフラ，十和田八戸テフラ，濁川テフラ，十

和田 中掫
ちゅうせり

テフラ，十和田ａテフラ及び 白頭山
はくとうさん

苫小牧
とまこまい

テフラが

挙げられる（添３－ト第４表参照）。 

地理的領域内の火山を給源とする降下火砕物のうち，十和田

のオレンジテフラ，十和田レッドテフラ及び十和田切田テフラ

は最後の巨大噴火以前の，また十和田八戸テフラは最後の巨大

噴火の噴出物であり，現在は，最後の巨大噴火以降の活動であ

る後カルデラ期の活動が継続していることから，これらの降下

火砕物を評価対象外とした。加えて，濁川テフラの給源である

濁川カルデラは「（ハ） 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出」
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において，施設に影響を及ぼし得る火山ではないと評価したこ

とから，評価対象外とした。 

一方，地理的領域外の火山を給源とする降下火砕物のうち，

巨大噴火に伴う噴出物である洞爺火山灰，鬼界葛原テフラ，阿

蘇４テフラ，支笏第１テフラ及び姶良Ｔｎテフラを噴出した各

火山は現在，後カルデラ火山の活動を継続しており同規模噴火

の可能性は十分小さいことから，これらの降下火砕物を評価対

象外とした。このうち，敷地及び敷地近傍での層厚が最も大き

い洞爺火山灰（20cm～30cm）を噴出した洞爺カルデラの階段ダ

イアグラムを添３－ト第 35図に示す。 

以上のことから，評価対象となる降下火砕物は，甲地軽石，

十和田中掫テフラ，十和田ａテフラ及び白頭山苫小牧テフラで

ある。文献調査及び地質調査の結果，敷地における層厚が最も

大きい降下火砕物は甲地軽石であり（添３－ト第４表参照），

敷地内の複数の地点で確認した（添３－ト第 36 図参照）。再堆

積を含む層厚が最大であるＫＰ－１孔（添３－ト第 37 図参照）

において，軽石が比較的密に集積する主部（層厚 21cm）と，そ

の上位に堆積する甲地軽石を含む再堆積層（火山灰質シルト：

層厚 22cm）を確認したことから，再堆積を含む甲地軽石の層厚

を 43cmと評価した。 

② 給源不明な降下火砕物 

地質調査により敷地及び敷地近傍において確認した主な給源

不明な降下火砕物として，Ａ～Ｄテフラがある（添３－ト第４

表参照）。これらの降下火砕物のうち，最も層厚が大きい降下

火砕物はＣテフラ（約 12cm）である。 
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③ 降下火砕物シミュレーション 

降下火砕物シミュレーションの実施に当たって，解析可能な

給源を特定できる降下火砕物について，同規模噴火の可能性，

地質調査結果（最大層厚），敷地と火山との離隔及び噴出量を

検討し，敷地に最も影響を与える甲地軽石を対象に解析を実施

した。 

本解析は，移流拡散モデルを用いた解析プログラムであり，

降下火砕物が全て降下するまで，一定方向に同じ風速の風が吹

き続けるという保守性を考慮した上で実施した。 

降下火砕物シミュレーションに用いる入力パラメータについ

ては，甲地軽石が 28 万年前～18 万年前の噴火と非常に古く，

噴火に係る入力パラメータの情報が乏しいことから，工藤ほか

（2004）(30)の等層厚線の分布主軸方向の風を抽出・平均した風

を用いて，その等層厚線を概ね再現できる解析結果（添３－ト

第 38図参照）に基づき設定した。再現解析結果を踏まえた入力

パラメータを添３－ト第５表に示す。 

月別平年値の風を用いた解析の結果は，敷地における降下火

砕物の層厚が 6.0cm～25cmとなる（添３－ト第 39図参照）。 

一方，不確かさの検討については，敷地が八甲田山の北東方

向に位置していることから，敷地方向の風を考慮した風向の不

確かさの影響が最も大きくなると考えられる。したがって，八

甲田山から敷地に向かう風を抽出・平均して作成した敷地方向

の風を用いた風向の不確かさケースを実施した結果，敷地での

層厚が 53cmとなった（添３－ト第 40図参照）。 

④ 降下火砕物の密度 
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軽石の密度に関する文献調査の結果，新版地学事典（2007）

（40）によると，軽石について，火山砕屑物の一種で，多孔質で

見かけ密度が小さく淡色を呈するとしている。また，小尾ほか

（2019）(41)において，細粒火山灰との比較検討として有史以降

の噴火の軽石を対象とした堆積密度を計測しており，乾燥状態

では約 0.4g/cm3～約 1.2g/cm3，自然状態では約 0.5g/cm3～約

1.3g/cm3，湿潤状態（試料を２日間浸水させて計測した密度）

では約 0.6g/cm3～約 1.3g/cm3の結果を示している。 

層厚が最大となる甲地軽石を対象に密度試験を実施した結果，

乾燥密度は 0.43g/cm3，湿潤密度は 1.16g/cm3，飽和密度は

1.25g/cm3 であり（添３－ト第 41 図参照），文献調査結果と整

合的である。 

  ⑤ 設計に用いる降下火砕物の層厚及び密度 

敷地及び敷地近傍で確認される主な降下火砕物のうち，給源

を特定できる降下火砕物については，甲地軽石の層厚が最大で，

地質調査によると再堆積を含み 43cmであり，文献調査によると

20cm～50cm である。また，給源不明な降下火砕物については，

Ｃテフラの層厚が最大で，地質調査の結果，約 12cmである。加

えて，現状における同規模の噴火の可能性，地質調査結果及び

噴出量等を踏まえ，甲地軽石を対象とした降下火砕物シミュレ

ーションを実施した結果，風向の不確かさを考慮したケースに

おいて，敷地での層厚は 53cmとなった。 

甲地軽石の密度試験の結果，乾燥密度 0.43g/cm3，湿潤密度

1.16g/cm3，飽和密度 1.25g/cm3である。 

以上のことから，設計に用いる降下火砕物の層厚を 55cm，密
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度を 1.3g/cm3（湿潤状態）とする。 

(２) その他の火山事象 

その他の火山事象として，土石流・火山泥流及び洪水，火山

から発生する飛来物（噴石），火山ガス，津波，静振
せいしん

，大気現

象，火山性地震とこれに関連する事象，熱水系及び地下水の異

常について，文献調査，地質調査等の結果より検討した。降下

火砕物の評価結果も含め添３－ト第６表に示す。 

土石流・火山泥流及び洪水については，敷地近傍には敷地を

中心とする半径 120km の範囲に存在する，施設に影響を及ぼし

得る火山を起源とする土石流・火山泥流及び洪水に伴う堆積物

は確認されず，また，敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする下

北半島 脊梁
せきりょう

部の台地上に位置し，これらの火山を源流に有す

る河川流域に含まれないことから，施設に影響を及ぼす可能性

は十分小さいと評価した。 

火山から発生する飛来物（噴石）については，敷地を中心と

する半径 10km の範囲には，施設に影響を及ぼし得る火山が分布

しないことから，噴石が敷地に到達することはなく，施設に影

響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 

火山ガスについては，敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする

下北半島脊梁部の台地上に位置し，火山ガスが敷地に滞留する

地形ではないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さ

いと評価した。 

津波については，「ヘ．津  波」に記載するように，敷地

周辺に大きな影響を及ぼした，火山現象による歴史津波の記録

は知られていないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分
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小さいと評価した。 

静振，大気現象，火山性地震とこれに関連する事象，熱水系

及び地下水の異常については，火山と敷地とは十分な離隔があ

ることから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価し

た。 
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添３－ト第１表 地理的領域内の第四紀火山 
（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成）  

 

北　緯 東　経 北　緯 東　経

1
砂蘭部岳
(さらんべだけ)

42°08′21" 140°14′05" 160 25
藤沢森
(ふじさわもり)

40°31′53" 140°48′14" 65

2
濁川カルデラ
(にごりかわ)

42°07′11" 140°26′47" 148 26
南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

40°36′12" 140°50′33" 57

3
渡島毛無山
(おしまけなしやま)

42°05′15" 140°28′14" 144 27
北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

40°39′32" 140°52′38" 51

4
北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

42°03′48" 140°40′38" 134 28
八甲田カルデラ
(はっこうだ)

40°41′00" 140°55′00" 46

5
木地挽山
(きじびきやま)

41°57′07" 140°36′09" 126 29
八幡岳火山群
(はちまんだけ)

40°42′11" 140°59′54" 40

6
横津岳
(よこつだけ)

41°56′16" 140°46′17" 118 30
十和田
(とわだ)

40°28′12" 140°52′45" 66

7
恵山丸山
(えさんまるやま)

41°51′07" 141°05′35" 101 31
先十和田
(せんとわだ)

40°27′10" 141°00′05" 63

8
恵山
(えさん)

41°48′16" 141°09′58" 95 32
稲庭岳
(いなにわだけ)

40°11′54" 141°02′47" 88

9
銭亀
(ぜにかめ)

41°44′21" 140°51′05" 95 33
七時雨山
(ななしぐれやま)

40°04′09" 141°06′20" 101

10
函館山
(はこだてやま)

41°45′33" 140°42′14" 103 34
荒木田山
(あらきだやま)

40°01′35" 141°02′27" 107

11
知内
(しりうち)

41°32′33" 140°22′17" 103 35
高倉・黒森
(たかくら・くろもり)

40°04′06" 140°55′23" 105

12
渡島小島
（おしまこじま)

41°21′27" 139°48′27" 135 36
秋田焼山
(あきたやけやま)

39°57′49" 140°45′25" 121

13
陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

41°26′20" 141°03′10" 58 37
八幡平火山群
(はちまんたい)

39°57′28" 140°51′14" 118

14
大畑カルデラ
(おおはた)

41°22′00" 140°59′00" 54 38
柴倉岳
(しばくらだけ)

39°59′44" 140°42′49" 119

15
野平カルデラ
(のだい)

41°16′00" 140°52′00" 51 39
森吉山
(もりよしざん)

39°58′36" 140°32′38" 128

16
於法岳
(おほうだけ)

41°15′47" 140°57′29" 46 40
玉川カルデラ
(たまがわ)

39°54′00" 140°46′38" 127

17
恐山
(おそれざん)

41°16′42" 141°07′11" 39 41
岩手山
(いわてさん)

39°51′09" 141°00′04" 126

18
岩木山
(いわきさん)

40°39′21" 140°18′11" 93 42
網張火山群
(あみはり)

39°51′03" 140°57′06" 127

19
太良駒ヶ岳
(だいらこまがたけ)

40°24′46" 140°15′04" 109 43
乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら)

39°48′17" 140°50′18" 135

20
田代岳
(たしろだけ)

40°25′42" 140°24′31" 98 44
秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

39°45′40" 140°47′57" 141

21
碇ヶ関カルデラ
(いかりがせき)

40°30′35" 140°36′35" 79 45
荷葉岳
(かようだけ)

39°48′23" 140°43′50" 138

22
三ツ森
(みつもり)

40°29′54" 140°41′49" 74 46
大仏岳
(だいぶつだけ)

39°48′49" 140°30′56" 145

23
阿闍羅山
(あじゃらやま)

40°29′37" 140°35′36" 81 47
田沢湖カルデラ
(たざわこ)

39°43′14" 140°39′43" 149

24
沖浦カルデラ
(おきうら)

40°34′ 140°44′ 67

火山名
位　置 敷地からの

離隔
(km)

火山名
位　置 敷地からの

離隔
(km)
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添３－ト第２表 地理的領域内の第四紀火山における活動可能性 

（中野ほか編（2013）(１)，西来ほか編（2012）(３)，西来ほか編（2014）(４)等に基づき作成） 

※中野ほか編（2013）(１)，西来ほか編（2012）(３)及び西来ほか編（2014）(４)に基づき作成 

 *1：気象庁編（2013）(２)による活火山に該当するため抽出  

 *2：最後の活動からの経過期間が活動期間内の最大休止期間よりも短いとみなせる火山 

 *3：雁澤ほか（2005）(42)によれば，北海道駒ヶ岳起源の降下火砕物(E-x)が洞爺火山灰の下位に認められ，その年代を 110ka と推定している 

 *4：髙田・中川（2016）(43)によれば，横津岳のグループ 1の活動は 1.71Ma から開始したとされる 

 *5：新エネルギー総合開発機構（1988）(44)によれば，横津岳に含まれる熊泊山火山噴出物の年代として 0.14±0.04Ma(フィッション・トラック年代)が得られている 

 *6：宝田（1991）(45)によれば，層序的に十和田大不動火砕流(約 3.5 万年前)と十和田八戸火砕流(約 1.55 万年前)の噴出時期の間にあるとされる 

 *7：宝田・村岡（2004）(27)による。 

 *8：中野ほか編（2013）(１)によれば，カルデラ形成時期は 0.90Ma，0.76Ma 及び 0.40Ma の各年代値が記載されているが，その活動時期を 0.90Ma～ 0.40Ma と保守的に評価した 

 *9：新エネルギー総合開発機構(1987）（46）によれば，八幡岳火山群に含まれる黒森溶岩の年代として 1.17±0.07Ma(K-Ar 年代)が得られている 

 *10：工藤（2018）(47)によれば，十和田湖周辺の高山溶岩・火山砕屑岩で，2.53±0.07Ma(K-Ar 年代)が得られている 

 *11：須藤（1992）(48)によれば，柴倉岳火山噴出物と椈森火山噴出物は識別されており，前者で 2.6±0.5Ma と 2.0±0.2Ma，後者で 1.2±0.1Ma(K-Ar 年代)が得られている 

1
砂蘭部岳
(さらんべだけ)

複成火山 1,800 1,800 29
八幡岳火山群
(はちまんだけ)

複成火山 2,500 ～
1400

1170*9
1,170 ○

2
濁川カルデラ
(にごりかわ)

カルデラ－火砕流 15 15 30
十和田
(とわだ)

カルデラ－火砕流
溶岩ﾄﾞｰﾑ

200 ～ AD915 1 ○

3
渡島毛無山
(おしまけなしやま)

溶岩流
前期更新世

前半
or 前期更新世

前期更新世
後半以降

31
先十和田
(せんとわだ)

複成（複合）火山
620

2530*10
～ 450 450 ○

4
北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

複成火山
30以前

110*3
～ AD2000 － ○ 32

稲庭岳
(いなにわだけ)

複成火山 3,000 ～ 2,600 2,600

5
木地挽山
(きじびきやま)

複成火山 1,900 or 1,900以降 約1900 33
七時雨山
(ななしぐれやま)

複成火山，溶岩ﾄﾞｰﾑ
カルデラ－火砕流

1,100 ～ 900 900

6
横津岳
(よこつだけ)

複成火山
1,100

1,710*4
or

1,100以降

140*5
140 ○ 34

荒木田山
(あらきだやま)

複成火山 2,100 ～ 1,900 1,900

7
恵山丸山
(えさんまるやま)

複成火山 200 200 35
高倉・黒森
(たかくら・くろもり)

複成火山 3,200 ～ 2,500 2,500

8
恵山
(えさん)

複成火山
溶岩ドーム

50 ～ AD1874 － ○ 36
秋田焼山
(あきたやけやま)

複成火山
溶岩ドーム

500 ～ AD1997 － ○

9
銭亀
(ぜにかめ)

カルデラ－火砕流 45 45 37
八幡平火山群
(はちまんたい)

複成火山 1,200 ～ 7 7 ○

10
函館山
(はこだてやま)

複成火山 1,200 ～ 900 900 2,600 ～ 2000*11

11
知内
(しりうち)

複成火山
溶岩ドーム

2,500 ～ 1,400 1,400 1,200

12
渡島小島
（おしまこじま)

複成火山 160 ～ 110 110 39
森吉山
(もりよしざん)

複成火山
溶岩ドーム

1,100 ～ 700 700

13
陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

複成火山 1,200 ～ 500 500 ○ 40
玉川カルデラ
(たまがわ)

カルデラ－火砕流 2,000 and 1,000 1,000 ○

14
大畑カルデラ
(おおはた)

カルデラ 3,000 ～ 1,800 1,800 41
岩手山
(いわてさん)

複成火山 700 ～ AD1919 － ○

15
野平カルデラ
(のだい)

カルデラ 1,900 1,900 42
網張火山群
(あみはり)

複成（複合）火山 1,620 ～ 300 300 ○

16
於法岳
(おほうだけ)

複成火山 2,000 2,000 43
乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら)

複成火山
溶岩ドーム

600 ～ 100 100 ○

17
恐山
(おそれざん)

火砕丘－カルデラ
溶岩ドーム

1,300 ～ 20 20 ○*1 44
秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

複成火山，溶岩流
小型楯状火山

100 ～ AD1971 － ○

18
岩木山
(いわきさん)

複成火山
溶岩ドーム

650 ～ AD1863 － ○ 45
荷葉岳
(かようだけ)

複成火山，溶岩流，小型
楯状火山，溶岩ドーム

2,200 ～ 900 900 ○

19
太良駒ヶ岳
(だいらこまがたけ)

複成火山 200 200 46
大仏岳
(だいぶつだけ)

複成火山 3,000 ～ 2,100 2,100

20
田代岳
(たしろだけ)

複成火山
溶岩ドーム

600 ～ 600以降

35～15.5*6
35～15.5*6 ○ 47

田沢湖カルデラ
(たざわこ)

カルデラ
複成火山,溶岩ﾄﾞｰﾑ

1,800 ～ 1,400 1,400

21
碇ヶ関カルデラ
(いかりがせき)

カルデラ－火砕流 2,600 ～ 2,300 2,300

22
三ツ森
(みつもり)

複成火山 1,900 ～ 1,300 1,300

23
阿闍羅山
(あじゃらやま)

複成（複合）火山 1,000 1,000

1,700*7 〜 1,100*7

900*7 〜 700*7

25
藤沢森
(ふじさわもり)

溶岩流 3,500 ～ 1,700 1,700 ○

26
南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

複成火山 1,100 ～ 300 300 ○

27
北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

複成火山
溶岩ドーム

400 ～ 0.6～0.4 0.6～0.4 ○

28
八甲田カルデラ
(はっこうだ)

カルデラ－火砕流 900 ～ 400 400 ○*8

完新世に活動を
行った火山

（１０火山）

将来の活動可能性が
否定できない火山

（１２火山）*2

完新世に活動を
行った火山

（１０火山）

将来の活動可能性が
否定できない火山

（1２火山）*2

火山名※ 形式※ 活動年代※

(千年前)

最後の活動
からの

経過期間
(千年間)

原子力施設に影響を及ぼし
得る火山(２２火山)

火山名※ 形式※ 活動年代※

(千年前)

最後の活動
からの

経過期間
(千年間)

原子力施設に影響を及ぼし
得る火山(２２火山)

38
柴倉岳
(しばくらだけ)

複成（複合）火山 1,200

24
沖浦カルデラ
(おきうら)

カルデラ－火砕流
溶岩ドーム

700*7
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添３－ト第３表 設計対応不可能な火山事象とその噴出物の 

敷地への到達可能性評価 

（地理的領域内の第四紀火山の文献調査結果に基づき作成） 

 

4 134

6 118

8 95

13 58

17 39

18 93

20 98

25 65

26 57

27 51

28 46

29 40

30 66

31 63

36 121

37 118

40 127

41 126

42 127

43 135

44 141

45 138

◎：当該火山の活動履歴上，発生実績が認められない火山事象

○：当該火山の活動履歴上，発生実績は認められるが，敷地近傍への到達可能性が十分に小さい火山事象
×：過去の最大規模の噴火による火山噴出物が，敷地及び敷地近傍に到達した可能性のある火山事象

（）内の距離：過去の最大規模の噴火による火山噴出物の到達距離

検討不要：敷地からの離隔による判断
*1：敷地は過去の火口及びその近傍に位置しないことによる

検討対象となる火山の敷地からの離隔

秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

○
(13km)

検討不要 ○*1 ○*1

荷葉岳
(かようだけ) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

岩手山
(いわてさん)

○
(20km)

検討不要 ○*1 ○*1

乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

八幡平火山群
(はちまんたい) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

玉川カルデラ
(たまがわ)

○
(41km)

検討不要

十和田
(とわだ)

×
(100km)

検討不要 ○*1 ○*1

秋田焼山
(あきたやけやま)

○
(12km)

北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

○
(10km)

検討不要 ○*1 ○*1

○*1 ○*1

八甲田カルデラ
(はっこうだ)

×
(42km)

◎

藤沢森
(ふじさわもり) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

○
(13km)

検討不要 ○*1 ○*1

岩木山
(いわきさん)

○
(6km)

検討不要 ○*1 ○*1

田代岳
(たしろだけ)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

○
(8km)

検討不要 ○*1 ○*1

恐山
(おそれざん)

○
(15km)

○
(9km)

○
(15km)

○*1

横津岳
(よこつだけ)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

恵山
(えさん)

○
(4km)

検討不要 ○*1 ○*1

北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

○
(7km)

検討不要 ○*1 ○*1

火山名

敷地から
の

離隔
(km)

160km以内 50km以内

設計対応不可能な火山事象

火砕物
密度流

溶岩流
岩屑なだれ，
地滑り及び
斜面崩壊

新しい火口
の開口

地殻変動

先十和田
(せんとわだ)

八幡岳火山群
(はちまんだけ)

○
(9km)

○
(9km)

◎

網張火山群
(あみはり)

○
(24km)

○
(8km)

検討不要 ○*1

検討不要

○*1

50km以内 － －

○*1

◎ ○*1 ○*1

○*1 ○*1

○*1

○*1 ○*1検討不要

○*1
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添３－ト第４表 評価対象とする降下火砕物の選定及び諸元 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*1：中野ほか編（2013）(１)，*2：工藤ほか（2019）(49)，*3：工藤ほか（2011）(11)，*4：町田・新井（2011）(９)，*5：Hayakawa（1985）(10)，*6：早川（1983）(50)，*7：工藤（2005）(33)，*8：工藤

ほか（2004）(30) 

※１：文献の等層厚線図によると敷地及び敷地近傍でも堆積が予想されるものの地質調査からは確認出来ないため，その周辺での層厚を記載 

※２：再堆積を含む 

地質調査 約5cm以下（パッチ状）
※１

文献調査 0cm～5㎝*4*5

地質調査 約5cm※１

文献調査 10㎝以下*4*5*6

地質調査 約43cm（敷地内）※２

文献調査 20㎝～50cm*8

地質調査 約1cm※１

文献調査 ほぼなし*4

地質調査 約21cm※１

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約3cm※１

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約20㎝（パッチ状）

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約29cm

文献調査 30cm以下*8

地質調査 約3㎝以下（パッチ状）
※１

文献調査 5cm～10㎝*4

地質調査 未確認

文献調査 0㎝～5㎝*4

地質調査 未確認

文献調査 0cm以上*4

地質調査 層厚不明瞭

文献調査 15cm以上*4

地質調査 未確認

文献調査 0㎝〜2㎝*4

地質調査 約10cm

文献調査 20cm～30㎝*4

地質調査 約7cm

文献調査 －

地質調査 約11cm

文献調査 －

地質調査 約12cm

文献調査 －

地質調査 約10cm

文献調査 －
Dテフラ － 給源不明 －

Cテフラ － 給源不明 － －

Bテフラ － 給源不明 － －

給源
不明

Aテフラ － 給源不明 － －

－

(44～42)*4 支笏カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

現在は後カルデラ火山
の活動が継続

洞爺火山灰
（Toya）

(115～112)*4 洞爺カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

鬼界葛原テフラ
（K-Tz）

(95)*4 鬼界カルデラ ×

半径
160km
外

白頭山苫小牧

テフラ
（B-Tm）

(1)*4 白頭山

×
現在は後カルデラ期

が継続

オレンジ
テフラ（Or-P）

(約170)
十和田

（先カルデラ期）

○ －

姶良Tnテフラ
（AT）

(30～28)*4 姶良カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

×
現在は後カルデラ期

が継続

阿蘇４テフラ (90～85)*4 阿蘇カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

支笏第1テフラ
(Spfa-1)

○

十和田切田
テフラ（To-KR）

(36)*2
十和田

（カルデラ形成期）
×

現在は後カルデラ期
が継続

十和田八戸
テフラ（To-HP）

(15.5)*3
十和田

（カルデラ形成期）
×

現在は後カルデラ期
が継続

○ －

十和田中掫
テフラ（To-Cu）

(6.2)*2 十和田
（後カルデラ期）

各降下火砕
物

の諸元

半径
160km
内

十和田a
テフラ（To-a）

AD915*1 十和田
（後カルデラ期）

十和田レッド
テフラ(To-Rd)

(61)*2 十和田
（カルデラ形成期）

－

濁川テフラ
（Ng）

(15)*4 濁川カルデラ ×
将来の活動可能性が
十分に小さい火山

○ －

甲地軽石
（WP）

(280～180) 北八甲田火山群

現状における
同規模の噴火の可能性

(○：有り，×：可能性は十分小
さい)

各降下火砕物の最大層厚

手法
敷地及び敷地近傍

最大層厚

敷地と
火山の
距離

敷地及び敷地近傍
で
確認される
主な降下火砕物

年代
(ka)

噴出源
():該当噴火の活動時

期
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添３－ト第５表 降下火砕物シミュレーションの主な入力パラメータ 

 

想定 

噴火規模 
パラメータ 単位 値 設定根拠等 

甲地軽石 

噴出物量 kg 8.25×1012 

工藤ほか（2004）(30)の甲地軽石の噴出量：

3.3DREkm3，マグマ密度：2.5t/m3に基づき設

定 

噴煙柱高度 m 25,000 再現解析の結果に基づき設定 

粒径 

最大 
φ 

(2-φmm) 

-10 

(1.02×103mm) 
Tephra2 推奨値 

最小 
φ 

(2-φmm) 

10 

(9.77×10-4mm) 
Tephra2 推奨値 

中央 
φ 

(2-φmm) 

-3 

(8mm) 
再現解析の結果に基づき設定 

標準偏差 φ 2.5 再現解析の結果に基づき設定 

岩片密度 t/m3 2.6 Tephra2 推奨値 

軽石粒子密度 t/m3 1.0 Tephra2 推奨値 

渦拡散係数 m2/s 0.04 萬年（2013）(51)に基づき設定 

拡散係数 m2/s 75,000 再現解析の結果に基づき設定 

Fall Time 

Threshold 
s 3,600 萬年（2013）(51)に基づき設定 

給源 

X 座標 

（UTM：

54N） 

m 489,622 

大岳山頂の UTM 座標 
Y 座標 

（UTM：

54N） 

m 4,500,900 

標高 m 1,584 大岳山頂の標高 

風 

月別平年値の風※ 
気象庁の 1981～2010 年の 30 年間の観測値 

の平均をもとに算出（秋田地方気象台） 

風向の不確かさの風 

ワイオミング大学の HP 上の 1973～2018 年 

の秋田地方気象台の高層気象観測データを 

用いて，敷地方向の風を抽出し作成 

標高 

データ 
500m メッシュ 

国土地理院の数値地図 50m を 

解析用に 500m メッシュに変換 

 
※ 「火山防災マップ作成指針」（内閣府ほか，2013）(52)によると，シミュレーションに用いる風向・風速は，気象庁ホームページの気象

庁統計情報にある過去の気象データ検索（高層）で紹介されている月平均値を使うと良いとされており，この月平均値の風は，気象

観測統計指針（気象庁，2018）(53)において「その時々の気象や天候を評価する基準」として示されている月別平年値の風に相当する。 
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添３－ト第６表 施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象の影響評価 

火山事象 対象火山 評価結果 

降下火砕物 半径 160km 内外の施設に影響を及ぼし得る火山 
設計に用いる降下火砕物の層厚及び密度は，最大層厚である甲地軽石から以下のように設定。 

層厚：55cm，密度（湿潤状態） ：1.3g/cm3 

土石流，火山泥流及び洪水 

半径 120km 内の施設に影響を及ぼし得る火山 

（14 火山） 

横津岳，恵山，陸奥燧岳，恐山， 

岩木山，田代岳，藤沢森，南八甲田火山群， 

北八甲田火山群，八甲田カルデラ，八幡岳火山群， 

十和田，先十和田，八幡平火山群 

敷地近傍には敷地を中心とする半径 120km の範囲に存在する，施設に影響を及ぼし得る火山を

起源とする土石流，火山泥流及び洪水に伴う堆積物は確認されず，また，敷地は，太平洋及び

陸奥湾を境にする下北半島脊梁部の台地上に位置し，これらの火山を源流に有する河川流域に

含まれないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

火山から発生する飛来物（噴石） 
半径 10km 内の施設に影響を及ぼし得る火山 

（なし） 

敷地を中心とする半径 10km の範囲には，施設に影響を及ぼし得る火山が分布しないことか

ら，噴石が敷地に到達することはなく，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

火山ガス 
半径 160km 内の施設に影響を及ぼし得る火山 

（22 火山） 

敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする下北半島脊梁部の台地上に位置し，火山ガスが敷地に滞

留する地形ではないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

津波 ― 
「ヘ．津  波」に記載するように，敷地周辺に大きな影響を及ぼした，火山現象による歴史

津波の記録は知られていないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

静震，大気現象，火山性地震とこれに

関連する事象，熱水系及び地下水の異

常 

半径 160km 内の施設に影響を及ぼし得る火山 

（22 火山） 
火山と敷地とは十分な離隔があることから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 
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添３－ト第１図 地理的領域内の第四紀火山 

（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 3JHs 428 
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添３－ト第２図 地理的領域内の火山地質図 

（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 3JHs 428 
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※到達可能性範囲は，火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし，円を描いた。 

 

 

 

 

添３－ト第３図 十和田における過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

（中川ほか（1972）(54)，土井（1993）(55)，村岡ほか（1991）(56)，大沢

ほか（1993）(57)，大沢・須田（1978）(58)，町田・新井（2011）(９)，長

森ほか（2013）(59)に基づき作成）  

※ 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 3JHs 428 



 

３－ト－57 

 

 

 

 

 

※到達可能性範囲は，火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし，円を描いた。 

 

 

 

 

添３－ト第４図 八甲田カルデラにおける過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

（村岡・高倉（1988）(28)，村岡ほか（1991）(56)，大沢ほか（1993）(57)， 

青森県史編さん自然部会（2001）(60)，長森ほか（2013）(59)，工藤ほか

（2019）(49)に基づき作成） 

  

※ 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 3JHs 428 

敷地 

八甲田カルデラ 
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添３－ト第５図 十和田の階段ダイアグラム及び噴火前休止期間の 

時間変化 

（工藤ほか（2011）(11)に基づき作成） 

十和田八戸火砕流 
を噴出した噴火 

十和田大不動火砕流 
を噴出した噴火 

十和田奥瀬火砕流 
を噴出した噴火 
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添３－ト第６図 十和田の階段ダイアグラム 

（Yamamoto et al.（2018）(12)に基づき作成） 

噴火エピソードＱ：十和田奥瀬火砕流を噴出した噴火 

噴火エピソードＮ：十和田大不動火砕流を噴出した噴火 

噴火エピソードＬ：十和田八戸火砕流を噴出した噴火 

※Yamamoto et al.（2018）(12)の階段ダイアグラムより，各噴火エピソードの 

年代値・噴出量を当社が読み取り，噴出率は当社が算定した。 

（11） 
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添３－ト第７図(１) 巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

（各調査地点の位置は添３－ト第８図及び添３－ト第 10 図に示す） 
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添３－ト第７図(２)  巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

（各調査地点の位置は添３－ト第８図及び添３－ト第 10 図に示す）
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添３－ト第８図 十和田大不動火砕流堆積物の分布及び 

十和田切田テフラの等層厚線図 

（各調査地点の地質柱状図は添３－ト第７図に示す） 

（土井（1993）(55)及び町田･新井（2011）(９)に基づき当社が作成） 
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添３－ト第９図 敷地内（Ｌｏｃ．26）における十和田八戸火砕流堆積物及び十和田大不動火砕流堆積物の状況 
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添３－ト第 10 図 十和田八戸火砕流堆積物の分布及び 

十和田八戸テフラの等層厚線図 

（各調査地点の地質柱状図は添３－ト第７図に示す）

 

（土井（1993）(55)，村岡ほか（1991）(56)，大沢ほか（1993）(57)，大沢・須田（1978）(58)及び町田･新井（2011）(９)

に基づき当社が作成） 
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添３－ト第 11 図 Nakajima et al.（2001）(16)の 

地震波トモグラフィ解析結果 

（Nakajima et al.（2001）(16)に加筆） 
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添３－ト第 12 図 中島（2017）(17)の地震波トモグラフィ解析結果 

（中島（2017）(17)に加筆）  

※(a)～(c)の解析結果は Nakajima et al. （2001）(16)と同じ 
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添３－ト第 13 図(１) 防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波速度構造（海域拡大 2019 年版）」 

の地震波トモグラフィ解析結果 

（防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波速度構造（海域拡大 2019 年版）」地震波トモグラフィ解析結果の

公開データを基に当社が作図（解析手法等は Matsubara et al.（2019）(18)に記載）） 
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添３－ト第 13 図(２) 防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波速度構造（海域拡大 2019 年版）」 

の地震波トモグラフィ解析結果 

           （防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波速度構造（海域拡大 2019 年版）」地震波トモグラフィ解析結果の

公開データを基に当社が作図（解析手法等は Matsubara et al.（2019）(18)に記載）） 
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添３－ト第 14 図(１) Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを用いた 

地震波トモグラフィ解析結果 
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添３－ト第 14 図(２) Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを用いた 

地震波トモグラフィ解析結果 
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添３－ト第 15 図 北東北における観測及びモデル化されたインダクションベクトル 

   （Kanda and Ogawa（2014）(19)に加筆） 
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添３－ト第 16 図(１) 北東北の三次元比抵抗構造（水平断面） 

         （Kanda and Ogawa（2014）(19)に加筆） 
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添３－ト第 16 図(２) 北東北の三次元比抵抗構造（鉛直断面） 

                            （Kanda and Ogawa（2014）(19)に加筆） 
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添３－ト第 17 図 十和田付近における地震活動 
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添３－ト第 18 図 十和田を囲む電子基準点間の 

          基線長の時間変化（斜距離成分） 

（国土地理院の電子基準点データより作成（期間：2003 年１月～2018 年 12 月）） 

電子基準点及び基線位置図 

基線長の時間変化 
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添３－ト第 19 図 十和田付近の一等水準路線の 

      上下変動の期間内変動量 

（国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点検測成果収録より作成）  

十和田の評価に用いた水準路線 

複数の測量期間からなる観測データを基に，準基 585(大鰐)を固定点とした期間内変動量を作成 

 
十和田に最も近い 

一等水準点 
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添３－ト第 20 図 十和田の後カルデラ期の階段ダイアグラム 

        （山元（2015）(８)に基づき作成） 

活動期 噴出物 マグマ種類 噴火様式

十和田aテフラ

　毛馬内火砕流
流紋岩～
デイサイト

火砕流

　大湯3軽石 － 降下軽石

　大湯2火山灰（OYU-2） － 降下火山灰，火砕サージ

　大湯1軽石 流紋岩 降下軽石

惣部火山灰 － 降下火山灰

迷ヶ平軽石 流紋岩 降下軽石

宇樽部火山灰 デイサイト 火砕サージ，降下火山灰

金ヶ沢軽石 デイサイト 降下軽石

中掫軽石（CU）
安山岩～
デイサイト

プリニー式噴火：降下軽石

御門石溶岩 デイサイト 溶岩ドーム

御倉山溶岩 デイサイト 溶岩ドーム

戸来火山灰 デイサイト マグマ水蒸気噴火:降下火山灰

中ノ沢火山灰 － 降下火山灰

小国軽石 デイサイト 降下軽石，降下火山灰

貝守火山灰 － 降下火山灰

南部軽石 デイサイト プリニー式噴火：降下軽石

椛山火山灰 安山岩 降下火山灰，スコリア

夏坂スコリア 安山岩 降下スコリア

新郷軽石 デイサイト 降下軽石
 0.1※2

 0.45※3

 0.36※2

 1.26※3

 4.42※2

 10.4※3

19※1

噴火エピソード

(Hayakawa,1985)
(10）

体積：km3

(斜体はDRE

下線は見かけの噴出量)

 2.27※2

 6.51※3

 0.35※2

 0.84※3

 2.52※2

 9.18※3

 0.29※2

 0.325※3

 0.16※2

 0.34※3

 0.54※2

 2.51※3

五色岩火山，
二の倉テフラ群
(二の倉期後，中，前期)

Ｉ
Ｊ
Ｋ

玄武岩質
安山岩

溶岩流，降下スコリア，
降下火山灰

後カルデラ
成層火山・
溶岩ドーム
（後カルデラ

期）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ’

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

※１：第四紀火山カタログ委員会編（1999）(５)より引用 ※２：文献中で DRE 換算されている値を階段図等から読み取った体積  

※３：Hayakawa（1985）(10)より引用 
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添３－ト第 21 図 十和田毛馬内火砕流堆積物の分布及び十和田－ａテフラの等層厚線図 

（十和田火山防災協議会（2018）(14)，町田・新井（2011）(９)，Ｈａｙａｋａｗａ（1985）(10)に基づき作成） 

 

 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 

(9) (10) 

（14） 

(９) 
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添３－ト第 22 図 八甲田山の噴出物の分布と階段ダイアグラム 

（村岡・高倉（1988）(28)，宝田・村岡（2004）(27)，中野ほか編（2013）(１)，工藤ほか（2011）(29), 

Umeda et al.（2013）(63)，工藤ほか（2004）(30)に基づき作成） 

八甲田山の地質図 

八甲田山の階段ダイアグラム 

北八甲田火山群の階段ダイアグラム 
現在の活動 
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添３－ト第 23 図 北八甲田火山群の噴出率の時間変化及び 

噴出中心の時空間分布 

（工藤ほか（2004）(30)に基づき作成） 

(30) 
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添３－ト第 24 図 八甲田第２期火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

 

 

 

 

（34） 

（35） 

(33) 

(34) (35) 

（村岡・高倉（1988）(28)，村岡ほか（1991）(56)，大沢ほか（1993）(57)，青森県史編さん自然部会（2001）(60)，桑原（2004）(34)及び桑原ほか（2007）(35)に

基づき作成） 



 

  

３
－
ト
－
8
2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添３－ト第 25 図 Ｌｏｃ.Ｂ01 における八甲田カルデラの噴出物に着目した地質柱状図等 

(64) 

(65) 

(30) 

(66) 

(66) 

(27) (32) 
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添３－ト第 26 図 八甲田山におけるインダクションベクトルの実部の分布 

（小川（1991）(36)に加筆） 
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北八甲田火山群と八甲田カルデラを切る測線（ＨＫＫ２）   南八甲田火山群を切る測線（ＨＫＫ４） 

 

 

添３－ト第 27 図 八甲田山の比抵抗構造 

             （小川（1991）(36)に加筆及び塗色） 

(36) 
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添３－ト第 28 図 八甲田山付近における地震活動 

5.0≦Ｍ

4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0

2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0

　　 Ｍ＜1.0

赤：低周波地震

八甲田カルデラ縁

北八甲田火山群

前嶽

鳴沢台地
田茂萢岳 赤倉岳

井戸岳大岳

硫黄岳

仙人岱 小岳
高田大岳

雛岳

酸ヶ湯

南八甲田火山群
40°35′

40°40′

40°35′

40°40′

140°50′ 140°55′ 141°000′
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震央分布図 
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震
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深
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（
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）
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震源深さの時間変化図 

地震活動経過図及び回数積算曲線 

気象庁一元化震源カタログ 

地震月報（カタログ編）(20)（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月） 

気象庁一元化処理震源要素(21)（期間：2018 年 1 月～2018 年 12 月） 

に基づき作成 
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添３－ト第 29 図 八甲田山を囲む電子基準点間の 

基線長の時間変化（斜距離成分） 

（国土地理院の電子基準点データより作成（期間：1997 年１月～2018 年 12 月）） 

電子基準点及び基線位置図 

基線長の時間変化 

0.0cm

30.0cm
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→
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→

←
縮

み
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←
縮
み

(年)

2011 年 3 月 東北地方太平洋沖地震

(b) 野辺地－黒石
　　（基線長：36.9 ㎞）

(c) 十和田－黒石
　　（基線長：33.4 ㎞）

(e) 青森Ａ－十和田
　（基線長：40.1 ㎞）

(d) 大鰐－黒石
　　（基線長：23.3 ㎞ )
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添３－ト第 30 図 八甲田山付近の一等水準路線の 

     上下変動の期間内変動量 

（国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点検測成果収録より作成） 

八甲田山の評価に用いた水準路線 

複数の測量期間からなる観測データを基に，附 15(浅虫温泉)を固定点とした期間内変動量を作成 
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添３－ト第 31 図 北八甲田火山群起源の設計対応不可能な火山事象の分布 

（工藤ほか（2004）(30)に加筆） 

北八甲田火山群起源の噴出物 北八甲田火山群起源の設計対応不可能な火山事象の分布（赤線内） 
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添３－ト第 32 図 南八甲田火山群起源の設計対応不可能な火山事象の分布 

 

年代は中野ほか編（2013）(１)，噴出量は Umeda et al.（2013）(63)，工藤ほか（2004）(30)及び 

工藤ほか（2011）(29)に基づく 

八甲田山の階段ダイアグラム 

噴出物 噴火様式 年代 体積

駒ヶ峯溶岩，駒ヶ峯火砕岩 溶岩流，溶岩ドーム，火砕岩 0.3Ma

黄金平溶岩 溶岩流 0.3Ma

南八甲田第3ステージ溶岩・火砕岩 成層火山体：溶岩流，火砕岩 0.5Ma～0.3Ma

蔦川火砕堆積物 降下火砕物，火砕流 0.65Ma～0.35Ma

南八甲田第2ステージ溶岩・火砕岩 成層火山体：溶岩流，火砕岩 0.8Ma～0.6Ma

黄瀬川火砕流 火砕流 1.0Ma～0.8Ma

南八甲田第1ステージ溶岩・火砕岩 成層火山体：溶岩流，火砕岩 1.1Ma～0.8Ma

52.4 km3(DRE)

最後の 
巨大噴火以降 
の活動 

八甲田山起源の火山噴出物の分布 

南八甲田火山群起源の火山噴出物 

宝田・村岡（2004）(27)，Umeda et al.（2013）(63)に基づき作成。 

なお，蔦川火砕堆積物は八甲田第 2 期火砕流（0.4Ma）よりも下位層準である。 
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添３－ト第 33 図 地理的領域内の第四紀火山起源の主な降下火砕物の分布 

（敷地及び敷地近傍に分布する主な降下火砕物については地理的領域外のものも併せて示す） 

 

 

（第四紀火山の位置及び名称は，中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

（降下火砕物の名称及び等層厚線は，町田･新井（2011）(９),工藤ほか（2004）(30)及びリサイクル燃料貯蔵株式会社（2007）(67)に基づき作成） 
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添３－ト第 34 図 地理的領域外の第四紀火山起源の主な降下火砕物の分布 

（敷地及び敷地近傍に分布する主な降下火砕物） 

（町田･新井（2011）(９)に基づき作成） 
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添３－ト第 35 図 洞爺カルデラの階段ダイアグラム 

年代
（ka）

活動期，火山名 主要噴出物名
噴出量

参考文献
（DRE km3）

AD.2000 後
カ
ル
デ
ラ
火
山

有珠山

2000年噴火

3.0

中野ほか編(2013)(1)

町田・新井（2011）(9)

曽屋ほか（2007）(68)

中川ほか（2005）（69）

第四紀火山カタログ委員
会編（1999）（5）

1663年噴火(Us-b）

有珠外輪山溶岩 等

洞爺中島 中島火山噴出物 4.2

カ
ル
デ
ラ

火
山洞爺カルデラ

洞爺火砕流
100

140ka 洞爺火山灰※

40ka

20ka
30ka

※町田・新井（2011）(9)によると， 

11.2～11.5 万年前に噴出したテフラとしている。 

洞爺カルデラ・洞爺中島・有珠山の活動履歴 
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敷地内で確認した甲地軽石の層厚 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 

添３－ト第 36 図 甲地軽石に着目した地質調査結果 

ボーリング 

孔名 
層厚 

確認深度 

（確認標高） 
備考 

KP-1 孔 43cm 
2.90ｍ～3.33ｍ 

（50.46ｍ～50.89ｍ） 

・火山灰質シルト（甲地軽石の再堆積含む）22cm 

・甲地軽石（主部）21cm 

B-3 孔 37cm 
8.57ｍ～8.94ｍ 

（50.98ｍ～51.35ｍ） 

・火山灰質シルト（甲地軽石の再堆積含む）５cm 

・甲地軽石（主部）32cm 

KP-3 孔 － － 
シルト質砂層中に散在（深度：3.50ｍ～3.72ｍ， 

標高：51.53ｍ～51.75ｍ）するため層厚評価不適 

N2-2’孔 － － 
砂層中に散在（深度：3.90ｍ～3.92ｍ， 

標高：51.60ｍ～51.62ｍ）するため層厚評価不適 

J-2 孔 10cm 
3.60ｍ～3.70ｍ 

（51.48ｍ～51.58ｍ） 

 

KP-4 孔 17cm 
2.21ｍ～2.38ｍ 

（53.06ｍ～53.23ｍ） 

 

N7-4 孔 16cm 
7.50ｍ～7.66ｍ 

（53.37ｍ～53.53ｍ） 

 

甲地軽石を確認した敷地内ボーリング調査位置図 
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添３－ト第 37 図 再堆積を含む甲地軽石の層厚が最大であるＫＰ－１孔のボーリングコア写真とＣＴ画像 

ＫＰ－１孔の各深度のコア写真（上）とＣＴ画像（下） 
 
・深度 2.90ｍ～3.12ｍ（層厚 22cm）：再堆積層 

火山灰質シルトからなる。 
下部５cm に軽石が散在し，基底部に粗粒砂が密集する。 

・深度 3.12ｍ～3.33ｍ（層厚 21cm）：甲地軽石（主部） 
 灰白色の軽石からなる。有色鉱物を多く含まない。 
 軽石は亜角～亜円形で，指圧で潰れる程度に風化をうける。軽石の間隙はシルトで充填される。 

敷地内のボーリング位置図 
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添３－ト第 38 図 再現解析における最も再現性が良い解析結果 

※工藤ほか（2004）(30)の等層厚線に当社の解

析結果等を重ね合わせて作成 
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添３－ト第 39 図(１) 降下火砕物シミュレーションの解析結果（月別平年値の風：９時）

1月 2 月 3 月 4 月 

5 月 6 月 7 月 8 月 

9 月 10 月 11 月 12 月 

敷地 敷地 敷地 敷地 

敷地 敷地 敷地 

敷地 敷地 敷地 敷地 

月別平年値（９時）の風の際の敷地での層厚 
(1981～2010 年) 

質量（kg/m2） 層厚（cm）

1月 8.4×101 8.4×100

2月 6.1×101 6.1×100

3月 8.8×101 8.8×100

4月 1.1×102 1.1×101

5月 1.3×102 1.3×101

6月 1.1×102 1.1×101

7月 6.7×101 6.7×100

8月 9.3×101 9.3×100

9月 2.5×102 2.5×101

10月 2.5×102 2.5×101

11月 1.9×102 1.9×101

12月 1.3×102 1.3×101
敷地 
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添３－ト第 39 図(２) 降下火砕物シミュレーションの解析結果（月別平年値の風：21 時）

5月 6 月 7 月 8 月 

9 月 10 月 11 月 12 月 

1 月 2 月 3 月 4 月 

敷地 敷地 敷地 敷地 

敷地 敷地 敷地 敷地 

敷地 敷地 敷地 敷地 

月別平年値（21 時）の風の際の敷地での層厚 
(1981～2010 年) 

質量（kg/m2） 層厚（cm）

1月 8.9×101 8.9×100

2月 6.5×101 6.5×100

3月 8.6×101 8.6×100

4月 1.1×102 1.1×101

5月 1.3×102 1.3×101

6月 9.9×101 9.9×100

7月 6.0×101 6.0×100

8月 9.0×101 9.0×100

9月 2.3×102 2.3×101

10月 2.4×102 2.4×101

11月 1.8×102 1.8×101

12月 1.3×102 1.3×101
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添３－ト第 40 図 降下火砕物シミュレーションの解析結果 

（風向の不確かさの考慮）
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添３－ト第 41 図 甲地軽石の密度試験結果 

甲地軽石の密度試験結果 

密度試験に用いた供試体の写真 

試料採取位置 

CT 画像設定： 

 WL：500 WW:2000 

 スライス厚：0.5mm 

添３－ト第 37 図の 

CT 画像より抜粋 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添 付 書 類 八） 

 



 

 

補－添八－1 
 

添付書類八 変更後における加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に

関する説明書を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

＊8－2 － 

下記の図。 
 
添８第１図 組織図 

別紙－１の図に変更する。 

なお，＊を付したページは，令和５年６月29日付け，2023燃建発第２号で一部補正のページを

示す。 

 



 

 

 

別紙－１ 



 

8－1 

 
 

 

 

 

添８第１図 組織図 

　　　　：ＭＯＸ燃料加工施設の加工の事業に関係する部署（令和５年７月１日現在）

監 査 役 監 査 役 業 務 部

核燃料取扱主任者 計 装 設 備 課

燃料製造安全委員会 土 木 課

建 築 課

東 京 支 社

保 安 管 理 課

許 認 可 業 務 課

ペレット機械課

燃料製造建設所 集 合 体 機 械 課

電 気 設 備 課

事 業 者 検 査 課

燃料製造事業部 品 質 保 証 部

安 全 管 理 課

教 育 課

建 設 管 理 課

埋 設 事 業 部

再 処 理 事 業 部

技 術 本 部

燃料製造計画部

品 質 保 証 課

社 長 地域・広報本部

安全・品質改革委員会 経 営 企 画 本 部

濃 縮 事 業 部

監 査 室

カイゼン推進室

調 達 室

働き方改革本部

品質・保安会議 安全・品質本部




